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序     文 

 

本プロジェクトは、1999年９月より、５年間の協力期間において、バングラデシュ共和国

における、リプロダクティブヘルス分野の医療従事者の養成を目的として、協力が開始され

ました。 

今般、協力開始から４年半が経ち、プロジェクト活動も終盤を迎え、これまでの活動実績

及び成果達成状況を確認し、プロジェクトの終了時評価を行うとともに、今後にむけた提言

及び教訓を導くことを目的とし、外務省経済協力局調査計画課 國井 修課長補佐を団長とし

て、2004年２月27日から同年３月18日まで、終了時評価調査団を派遣しました。 

本報告書は、この調査結果を取りまとめたものです。ここに、本調査並びに本プロジェク

トの成功にご協力をいただきました関係各位に深甚なる謝意を表します。 

 

平成 16 年８月 

 

独立行政法人国際協力機構   

理事 松岡 和久  
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保健家族福祉省大臣表敬 



略 語 一 覧 
 

略語 正式名称 日本語訳 
ANC Ante-natal care 妊婦検診 

BCC  Behavior Change Communication  行動変容のためのコミュニケーショ

ン 

CBT Competence-Based Training 実践できる能力を重視した訓練 

C／P Counterparts カウンターパート（相手国側のプロ

ジェクト実施者） 

DGFP Director General Family Planning 保健家族福祉省家族計画局 

DGHS Director General Health Services  保健家族福祉省保健局 

EOC Emergency Obstetric Care  救急産科ケア 

FWA Family Welfare Assistant  家族福祉助手 

FWV Family Welfare Visitor  家族福祉訪問員 

FWVTI Family Welfare Visitor Training Institute  家族福祉訪問員訓練所 

HNPSP Health Nutrition and Population Sector 
Programme 

保健栄養人口セクタープログラム 

HPSP Health and Population Sector Programme   保健人口セクタープログラム 

ICMH Institutte of Child and Maternal Health 母子保健機関 

JCC Joint Coordination Committee 合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構 

JICWELS Japan International Cooperation of Welfare 
Services 

厚生事業団 

LD-IST Line Director In-Service Training 卒後研修課課長 

LUCS Lower Uterus Cesarian Section 子宮下部帝王切開 

LTOs Lead Training Organisation 代表訓練機関 

MBBS Bachelor of Medicine & Bachelor of Surgery (大卒医の称号) 

MCH Maternal & Child Health   母子保健 

MCHTI Maternity and Child Health Training Institute   母子保健研修所 

MCWC Maternal and Child Welfare Centre  母子福祉センター 

MM Man Month 人月 

NGO Non Governmental Organization   非政府機関 

NIPORT National Institute of Population Research and 
Training  

国家人口研究訓練機関 

OBGY Obstetrics and Gynecology  産科婦人科 

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

PIC Project Implementation Committee プロジェクト・デザイン・マトリッ

クス（プロジェクト運営委員会） 

PDM Project Design Matrix  プロジェクトの計画概要表 



略語 正式名称 日本語訳 
PNC Post-natal care 産褥ケア 

PRIME-II  USAID、GTZ、UNFPA、UNICEF の

支援を受けた NGO コンソーシアム

（TTU を支援していた） 

Sr. FWV Senior Family Welfare Visitor  シニア家族福祉員 

TBA Traditional Birth Attendant 伝統的助産婦 

T-MIS Training Management Information System 研修管理情報システム 

TOT Training of Trainers 教官研修 

TTU Technical Training Unit  卒後研修技術研修室 

UFPO Upazlia Family Planning Officer  郡家族計画担当官 

UFWC Union Family Welfare Centre  ユニオン家族福祉センター 

UHFWC Union Health and Family Welfare Center ユニオン保健家庭福祉センター 

UNFPA United Nations Population Fund  国連人口基金 

UNICEF United Nations Children’s Fund  国連児童基金 

USG Ultrasonography 超音波検査 

WHO World Health Organization 世界保健機関 

 



評価結果要約表 
 

Ｉ．案件概要 

実施国：バングラデシュ人民共和国 プロジェクト名：リプロダクティブヘルス人材

開発プロジェクト 

セクター：人口・保健 協力形態：技術協力プロジェクト 

担当部署：医療協力部 医療協力第一課 金額：６億円 

実施機関： 

 ・保健家庭福祉省（MOHFW） 

 ・卒後研修技術研修室（TTU） 

 ・母子保健研修所（MCHTI） 

 ・国立人口問題研究所（NIPORT） 

 ・母子保健機関（ICMH） 

協力期間： 

（R/D）1999 年８月～2004 年７月 

（延長）なし 

（F/U）なし 

国内協力機関： 

 ・国立国際医療センター（IMCJ） 

 ・南山大学 他 

関連案件：母子保健研修所改善計画（無償資金協力） 

１．案件の背景 

バングラデシュ国（以下、「バ国」と記す）母子保健セクターの重要課題は、高い妊婦死亡率と

乳幼児死亡率である。女性の健康、安全な母性のための産科病院機能と母子保健従事者の研修機能

を合わせ持つ母子保健研修所（MCHTI）に対する無償資金協力が、バ国より 1991 年４月に要請され、

またこの MCHTI施設改修に伴って、MCHTIの機能強化を含む技術協力の要請があり、1999 年９月

よりバ国リプロダクティブヘルス分野の人材開発を目的としたプロジェクトが開始された。 

 

２．プロジェクト概要 

本プロジェクトは、プロジェクトの前半は、MCHTI の臨床部門の強化、研修ユニットの設立な

どが活動の中心であった。MCHTI のスタッフが育ち、研修実施機関として十分な研修をこなせる

ようになった時点で、研修評価の専門家を派遣し、研修受講生のフィールド活動をモニタリングし

た。その結果、研修受講者がその技術を必ずしもフィールドで生かしきれていないという問題点が

明らかになり、PDM の改定が検討された。そして家族福祉訪問員（FWV）のフィールド活動をフィ

ードバックし、より効果的な研修が MCHTI はじめ各研修施設で実施されるような活動に比重を移

していくべく、運営指導調査にて、新しい成果を加え、改訂版 PDM が承認された。これを受け、

ナルシンディ県において該当分野の活動が開始された。開始後１年程度で、フィールドにおける

FWV や家族福祉助手（FWA）への効果的なスーパーバイズが行われるようになり、コミュニティに

おける NGOとの連携も始まりつつある。 

 

（１）上位目標 

リプロダクティブヘルスサービスが改善される。 

 

（２）プロジェクト目標 

母子保健従事者が母子保健研修所（MCHTI）と関連機関において、リプロダクティブヘルス分野

でのニーズに基づいた研修を受けたあとに、よく技術を修得し、職務を遂行できるようになる。

 
 

 



（３）成 果 

１）母子保健研修所（MCHTI）の臨床機能が改善される。 

２）母子保健研修所（MCHTI）の研修機能が改善される。 

３）地域に戻った研修修了者が業務の中で研修成果を発揮できるようサポートされる。 

４）人材養成を通じたリプロダクティブヘルス向上への取り組みからの教訓を、技術的提言と

して研修実施者へフィードバックする機構ができる。 

 

注：上記、上位目標、プロジェクト目標、成果は、2003 年に実施された運営指導調査時に改訂

されたもの。 

 

（４）投 入 

１）日本側 

  長期専門家 12 人（288 人月） 

  短期専門家 26 人（50人月） 

  研修員受入れ 18 人（24人月） 

  機材供与 103,752,000 円（943,200 米ドル） 

  現地業務費  53,736,000 円（488,509 米ドル） 

  その他 

２）バ国側 

 カウンターパート 58 人 

 土地／施設 卒後研修技術研修室（TTU）、母子保健研修所（MCHTI） 

 現地業務費 母子保健研修所運営予算、FWV研修 

 その他 

Ⅱ．評価団 

評価調査団員 

國井 修 （団長） 外務省経済協力局調査計画課 課長補佐 

堀越 洋一 （母子保健） 国立国際医療センター国際医療局 技術参与 

鈴木 良一 （地域保健） 家族計画国際協力財団 事務局次長 

定本 ゆとり （協力評価） 国際協力機構医療協力部医療協力第一課 

小川 陽子 （評価分析） グローバルリンクマネージメント（株）社会開発部 研究員 

評価期間 2004 年２月 28 日～３月 18日 

評価種類 終了時評価 

Ⅲ．評価結果 

１．評価結果要約 

（１）妥当性 

本プロジェクトは、その計画時においてバ国政府と開発パートナー（援助機関）の政策（保健

局・家族計画福祉局の統合）を十分考慮に入れており、また、リプロダクティブヘルス分野の人

材開発は日本の対バ国援助の優先事項でもあることより、妥当性は高いと評価できる。 

 ただし、プロジェクトの実施によって、リプロダクティブヘルス分野の人材開発に貢献する研

修機関の充実は図れたが、首都ダッカの MCHTI の機能向上および研修プログラムの充実だけで

は、広範囲の地域における母と子どもの健康状態を向上させるための戦略として、十分であると

はいえなかった。そのため、プロジェクト後半においては、下記「有効性」に記載があるとおり、

研修で習得した技術を発現できる環境整備にも重点を置くなど計画の変更を行った。本計画変更

は、上位目標の達成を図るための改善であり、妥当であったと考える。 
 
 

 



（２）有効性 

本プロジェクトは、優れた研修内容（実用的／臨床的に正確／患者の方を向いている／訓練を

受けた分娩介助者、医療補助員、医師、看護士など保健システムの中の様々な成員に適した）を

提供する代表的研修機関の開発を通じて、リプロダクティブヘルス分野の人材開発に多大な貢献

をした。しかし、MCHTIで研修を受けた FWVが、その研修内容を住民へのサービスに活用する

には、村の医療設備や、出産に対する文化的背景などの制約が大きく、そのため FWVの多くが、

「健康教育」を除き必ずしも研修成果を十分に活用できる状況ではなかった。また、プロジェク

ト実施中には、質の高い効果的な人材育成を実現するために必要な、研修内容と実際のサービス

内容のギャップを是正する国家的な仕組みを作ることは困難であった。 

本プロジェクトは、それらの制約に対応するためにプロジェクトデザインを変更した。研修実

施後にナルシンディ県におけるユニオン、郡レベルでのリプロダクティブヘルスサービス提供者

への研修フォローアップサポートを行ったところ、よい結果が得られた。スーパーバイザーが支

援的な巡回指導を行うことにより、訪問員のモチベーションを上げるという考え方が日本人専門

家によって伝えられた。また、それと同時に、限られた範囲内での物質的な支援や、日常業務や

システムを改善するためのアドバイスも与えられ、相乗効果により有効性が高まった。 

 

（３）効率性 

本プロジェクトは、質の高い研修機関の設立を目指した成果１と２にもっとも大きな投入を行

った。この集中的な投入の結果、郡レベルの母子福祉センター（MCWC）にすぎなかった MCHTI

が国家レベルの質の高い研修機関となった。我が国の無償資金協力が、この目的を達成するため

の基礎を提供した。MCHTI の研修機関としての急速な成長を考慮すれば、この投入は理にかな

っているといえる。 

ナルシンディ県の経験から鑑みるに、現存する資源と既存の構造を利用することによって効率

性があがった。しかし、この活動はプロジェクトの後半から追加されたものであり、パイロット

地域であるナルシンディ県ショドル郡の 11ユニオンのみが対象で、限定的ではあった。 

成果４へは顕著な投入がなされたが、その効率性は必ずしも高かったとはいえない。これは、

家族計画局と保健局の統合が失敗したことで、全国レベルの人材開発を調整する役目としての卒

後研修課課長（LD-IST）の職務がはっきりしなかったことが大きな要因としてあげられる。 

 

（４）インパクト 

リプロダクティブヘルスサービス提供者を訓練する代表的研修機関が設立されたことは、今後

も質の高いサービス提供者が創出されるという大きな可能性を意味する。しかし、本プロジェク

ト成果が上位目標である「リプロダクティブヘルスサービスが改善される」に貢献するためには、

上記「有効性」に記載したとおり、いくつか解決されねばならない課題があるといえる。 

しかしながら、ナルシンディ県ショドル郡での経験から得られた支援的巡回指導の強化による

リプロダクティブヘルスサービスの質的、量的拡大は、今後プロジェクトの成果を最終受益者に

つなげていけるものとなった。また、その他にもいくつかの正の効果が観察されている。 

その一つは、患者、サービス提供者やその他の研修機関において MCHTI に対する信頼度が向

上したことである。患者中心の「人間的な出産」という考え方が開発パートナーの間でも認識さ

れるようになった。研修機関が最終受益者のニーズを考えに入れることの重要性についても、関

連研修機関や開発パートナーの間での認識が高まった。MCHTI で実施された父親クラスは、男

性の巻き込みの良い方法（グッド・プラクティス）として認知されるようになった。 
 
 
 

 
 



（５）自立発展性 

施設と医療機材の管理ができる人材を確保することが一番重要な問題として残っているとは

いえ、技術的には MCHTI は臨床サービスと研修活動を満足のいくレベルで行っていく能力を身

につけたといえる。ゆえに資金と運営面の自立発展性が強化されなければならない。 

ナルシンディ県ショドル郡で本プロジェクトが採用したアプローチ（既存のシステム、構造、

人材を活かし、技術的な支援を中心として物質面では限られた支援だけを行う方法）は、自立発

展性を確立するために有効だと思われる。しかし、この点は本プロジェクトの支援が終了したあ

とに確認される必要がある。 

フィードバック機構の一環として、本プロジェクトは教訓を共有することを通じ、連携・協力

関係を構築するために尽力してきた。家族計画局と保健局の統合政策の失敗により本プロジェク

トのチーフアドバイザーのカウンターパートである卒後研修課課長の役割が不明確になってし

まったいきさつから、このような連携はプロジェクト専門家のリーダーシップによって調整され

ていた。プロジェクトの支援が終了したあと、関連機関の連携をいかにして継続させていくかは

今後の課題である。 

２．プロジェクトの成果を促進した要因 

（１）計画に関する要因 

モニタリング・評価がプロジェクトの計画に組み込まれていたことにより、プロジェクトの阻

害要因を発見することができ、途中でその計画を変更することができた。一方、ナルシンディ県

での活動は、外部からの物質的、資金的投入に頼ることなく、既存の仕組みや人的資源を活性化

するための技術的な支援を重点としており、自立発展性と効率性の面で理にかなっているといえ

る。既存の組織力や機能を強化する方法は、活動計画を立てるうえで非常に有用であることがわ

かった。 

 

（２）実施プロセスに関する要因 

チームワークの育成、日本人専門家の努力によるスタッフ間の効果的なコミュニケーションの

促進、人間関係トレーニング、識字教室を通じたアヤ（産婦付き添い者）、運営会議におけるよ

り民主的で効率的な病院運営の指導等、様々な活動を行うことで病院全体のモチベーションを上

げるとともに、組織力の強化が図られた。これらの活動は、MCHTI の急速な発展とサービスの

向上に貢献した。 

３．プロジェクトの成果を阻害した要因 

（１）計画に関する要因 

本プロジェクトの戦略・内容は、数々のニーズ査定調査や現状把握調査の結果を踏まえて計画

された当時のセクター・ワイド・プログラムの優先的課題に沿ったものであった。しかし、最終

受益者を取り巻く社会経済的、社会文化的な環境や、保健人口セクターの限られたサービス提供

能力等の外部条件による影響が大きく、本プロジェクトのインパクトは限られたものとなった。

これは、プロジェクトを開始する際に、プロジェクトデザインのリスク分析が必ずしも十分では

なかったことを示している。 

 

サービス提供現場の状況を研修プログラムに反映させるため、フィードバック機構（機能）の

設置が試みられたが、バ国側にこの役割を担う組織がないことから、このフィードバック機能の

自立発展性には疑問が残る部分もある。また、本プロジェクトにおいては無償資金協力で建設さ

れた施設を利用して技術協力プロジェクトが行われ、全体としては高い相乗効果が見られたもの

の、計画段階における連携不足から、MCHIT に提供された機材の一部や施設の設計に関して、

必ずしも技術協力プロジェクトの計画に沿わない部分があった点など、一部有効性や自立発展性

を限定する要因となった。 
 



（２）実施プロセスに関する要因 

プロジェクトの妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性を限定した要因は、保健家

族福祉省の上級管理職の頻繁な異動、プロジェクトによって集中的な研修を受けた職員の異動、

行政手続の遅延に加え、保健家族福祉省内の統合・分離問題や、セクター・ワイド・プログラム

の実施の失敗などであった。ほとんどの問題が、保健人口政策の不安定性や、組織の弱体性に起

因している。本プロジェクトは、財務省経済関係局や、保健家族福祉省の関連部署が参加する合

同調整委員会（JCC）を通じてこれらの問題にあたってきた。しかし、乗り越えるハードルが高く、

解決には非常に時間がかかっている。今後のよりよい対応が望まれる。 

４．結 論 

総論として、本プロジェクトは適切な能力を備えた研修機関を設立したことを通じて、リプロダ

クティブヘルス分野における人材開発に多大なる貢献をしたといえる。また、ナルシンディ県にお

ける経験は、今後の協力を形作るうえでの標石を築いた。しかしながら、フィードバック機能を担

当する組織が現状不完全であるということを考えると、本プロジェクトによって成し遂げられた成

果が自立発展的に継続していく可能性については不安が残る。したがって、本プロジェクトは、終

了までの６か月間、この残された課題に対処すること、および自立発展性を強化させることに集中

すべきである。 

５．提 言 

上記の評価結果に基づき、終了時評価団は、プロジェクト終了時（2004 年８月 31 日）までに関

係機関が次のような対応をとることを提言する。 

 

（１）主要研修機関（LTO）および関係機関によるフィードバックの仕組みが、合同調査委員会にお

いて協議され決定されること。 

 

（２）ナルシンディ県における現場でのサポートが、主要研修機関における研修プログラムを通じ

て促進されること。 

 

（３）家族計画局長と保健家族福祉省長官は、MCHTIの人員補充プロセスを完了させること。 

 

（４）MCHTIは、定期的な運営会議を継続すること。 

 

（５）MCHTI は、関連機関とともに、研修生の過剰な受入れが研修の質に与える影響を検証し、

研修の質を確保するための提言をまとめること。 

６．教 訓 

本プロジェクトの実施経験を通じて、次のような教訓および良い方法（グッド・プラクティス）

が引き出された。 

 

（１）プロジェクトは、政府の戦略や計画と整合性があるというだけでは、妥当であるとはいえな

い。プロジェクトの活動を、ターゲットグループおよび最終受益者のニーズに照らして吟味し、

サービス提供の現場から継続的にフィードバックを得ることが不可欠である。 

 

（２）研修活動と現場での保健サービス提供の質の向上の間のギャップを埋めるためには、支援的

巡回指導とともに日本人専門家が常に実践した継続的な励まし（動機づけ）がきわめて効果的で

ある。 
 
 
 
 



（３）「女性に優しい病院」という、明確で受入れやすいミッションを掲げることにより、到達目

標が日・バ国側において共有された。 

 

（４）技術協力プロジェクトと無償資金協力事業の間に連携が想定されている場合には、その計画

の初期段階から計画過程を統合させるべきである。計画過程が統合されないと、連携がもたらし

える相乗効果が低くおさえられてしまう可能性がある。 

 

（５）プロジェクトの初期段階から、双方（日本側とバ国側）によって自立発展性を実現するため

の努力を行う必要がある。 

７．フォローアップ状況 

本プロジェクトは、予定されていたとおり、2004 年８月 31日で協力期間を終了する。 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 
１－１ プロジェクトの概要および調査団派遣の経緯 

バングラデシュ国（以下、「バ国」と記す）の高い妊産婦死亡率と乳幼児死亡率は、母子保健セク

ターにおける重要課題である。この課題への取り組みとして、女性の健康、安全な母性のための産科

病院機能と母子保健従事者の研修機能を合わせ持つ母子保健研修所（MCHTI）に対する無償資金協力

が、バ国より 1991 年４月に要請された。またこの MCHTI 施設改修に併せて、MCHTI の機能強化を

含む技術協力の要請があり、1999 年９月よりバ国リプロダクティブヘルス分野の人材開発を目的と

した本プロジェクトが開始された。 

本プロジェクトは、2000 年８月に新センターが改修されたこともあり、プロジェクトの前半は、

主 MCHTI の臨床部門の強化、研修ユニットの設立などが活動の中心となり、それらの活動において

は３年間で大きな成果をあげた。  

一方、MCHTI のスタッフが育ち、研修実施機関として十分な研修をこなせるようになった時点で、

研修評価の専門家を入れ、研修受講生のフィールド活動をモニタリングした。その結果、研修受講者

がその技術を必ずしもフィールドで生かしきれていないという問題が明らかになり、PDM の改定が

検討された。そして家族福祉訪問員（FWV）のフィールド活動をフィードバックし、より効果的な研

修が MCHTI はじめ各研修施設で実施されるような活動に比重を移していくこととし、運営指導調査

において、新しい成果を加えた改訂版 PDM が承認された。これを受け、モデル県とされたナルシン

ディ県において該当分野の活動が開始された。開始後１年程度で、フィールドにおける FWV や家族

福祉助手（FWA）への効果的なスーパーバイズが行われるようになり、コミュニティにおける NGO と

の連携も始まりつつある。 

  本調査は、プロジェクト開始から５年目に入り、協力期間の終了まで半年を残す時期となったこと

から、これまでのプロジェクトの活動実績について整理し、評価５項目の観点から関係者と討議･分

析のうえ目標の達成度を確認するとともに、その結果から、今後の協力のあり方や実施方法の改善に

役立つ教訓や提言を導き出すことを目的として実施された。 

 

１－２ 調査団の構成、日程、主要面談者 

１－２－１ 調査団員 

 （１）日本側 

 氏 名 担 当 役職・組織 現地調査期間 

1 國井 修 総 括 外務省経済協力局調査計画課 課長補佐 2004.3.13～3.17 

2 堀越 洋一 母子保健 国立国際医療協力センター国際医療協力

局 技術参与 
2004.3.8～3.17 

3 鈴木 良一 コミュニティ

ヘルス 
家族計画国際協力財団事務局 次長 2004.3.8～3.17 

4 定本 ゆとり 協力評価 国際協力機構医療協力部医療協力第一課 

職員 
2004.3.8～3.17 

5 

 

小川 陽子 評価分析 グローバルリンクマネージメント（株） 
社会開発部 研究員 

2004.2.28～3.17 
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 （２）バ国側 
 氏 名 担 当 役職・組織 

1 Mr. Md. Firoz Uddin 評価総括 保健家族福祉局 合同局長 

2 Dr. Abu Jamil Faisel 評価 Engender Health (NGO) 国代表 

3 Dr. Aftab Uddin 評価 個人コンサルタント（元 Prime） 

 

１－２－２ 調査日程 

日 程 調査内容 

2/27（金） 

小川団員 ダッカ着 

 プロジェクトからのブリーフィング 

 プロジェクトへのインタビュー（チーフアドバイザー・調整員） 

2/28 (土) 

ハルタル 

インタビュー：村上いづみ専門家 

      ：山下市子専門家  

2/29 (日) 

MCHTI 訪問、病院長表敬 

インタビュー(MCHTI 医師)： 

Dr. Rahman,、Dilder Ahmed Kahn, Pediatrics 

Dr. Md. Obaidul Kabir Kahn, Assistant Training Coordinator 

Mrs. Mahmud Akhter, Assistant Matron 

Dr. Aftab（合同評価者）との打ち合わせ 

3/1（月） 

インタビュー：Prof. Shar Monir Hossain, 元 LD-IST 、 

JICA コンサルタント 

インタビュー：Dr. Ashraf Ali, 母子保健サービス課長補佐 

表敬    ：Jafar Ahmed Hakim, LD-ESP, 家族計画局 

インタビュー：保健家族福祉省大臣官房 

Mr. Md. Firoz Uddin, Sr. Assistant Chief  

インタビュー：Dr. Mozammel Haque Bokul, Deputy Program Manager, TTU, 

DGHS 

3/2（火） データ分析 

3/3（水） 

インタビュー：Dr. Yasmin Ali Haque, ユニセフ 

インタビュー：Dr. Abdul Wahab Howlader, Deputy Training Director 

(Clinical Training), NIPORT 

インタビュー：Dr. Saiful Islam Mridha, Assistant Training Coordinator, 

ICMH at MCHTI 

インタビュー：Mrs. Tahera Ahmed, UNFPA 

3/4（木） 
インタビュー：Dr. Satyawati Hanna, WHO 

インタビュー：Dr. Rokhsana Ivy, Chief of OBGY, MCHTI 

3/5（金） 
小川団員：評価分析 

Dr. Aftab: ナルシンディ県におけるインタビュー 

3/6（土） 評価レポートドラフト作成 

3/7（日） インタビュー：MCHTI スタッフ 
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日 程 調査内容 

3/8（月） 
堀越、鈴木、定本団員 合流  

在バングラデシュ日本大使館表敬（紀谷参事官） 団内ミーティング 

3/9（火） 

ナルシンディ県へ出発 

Mother and Child Welfare Venter (MCWC) 訪問 

インタビュー：Dr. Jahanara Akhter, MO (Clinic) 

インタビュー：Dr. Md. Abdul Khaleque Talukder, Civil Surgeon 

インタビュー：Mr. Md. Lutfur Rahman, UFPO（Upazila Family planning 

Officer）and Mrs. Kohnoor Begum, Sr. FWV Upazila 

インタビュー：Mr. Zillur Rashid Khan, Deputy Director （FP） 

3/10 (水) 調査団・プロジェクトミーティング（結論、提言） 

3/11 (木) 

MCHTI での評価ワークショップ 

ワークショップを受けた、合同評価者との打合せ 

評価レポート案 作成 

3/12 (金) 団内ミーティング（教訓） 

3/13 (土) 
國井団長合流 

団長へのブリーフィング、団内ミーティング 

3/14 (日) 

ナルシンディ県へ出発 

県およびプロジェクト主催の GO-NGO 連携セミナーへの出席 

パンチドナユニオンへ出発 

開発パートナー事業および JOCV 活動視察 

プロジェクトダイレクターとの意見交換 

団内ミーティング 

3/15 (月) 

団内ミーティング  

合同調整委員会 

次期プロジェクトに関する協議 

3/16 (火) 

打合せ：Prof. Shar Monir Hossain, Former LD-IST and JICA Consultant 

ドナーへの評価結果発表会およびリプロダクティブヘルス分野の協力に

関する意見交換会 

打合せ：Prof. Shar Monir Hossain 

3/17 (水) 

表敬：保健家族福祉大臣 Dr. Khandaker Mosharraf Hossain 

ERD にて、ミニッツサイン 

JICA バングラデシュ事務所報告 

在バングラデシュ大使館報告 

國井団長による国際医療保健に関する開発研究フォーラム 

3/18 (木) 出発 
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 １－２－３ 主要面談者 

 （１）バ国 

Name Designation 

Dr. Khandaker Mosharraf Hossain Honourable Minister for MoHFW, Secretariat 

Mr. M. Lutfor Rahman Chowdhury Additional Secretary, MOHFW 

Prof. Md. Mizanur Rahman Director General, DGHS, MOHFW 

Dr. Jafar Ahmad Hakim 
Director (MCH-Services) and LD-ESP (RH), In-

Charge, DGFP, MOHFW 

Dr. Md. Shahjahan Biswas Program Manager (In Service Training), DGHS 

Ms Hashmat Ara Deputy Chief (FW), Planning Wing, MOHFW 

Dr. Ashraf Ali 
Assistant Director (MCH), Deputy Program Manager 

(ESP/RH) 

Mr. Md. Firoz Uddin Senior Assistant Chief, Planning Wing, Secretariat 

Dr. Abdul Wahab Howlader D. Director (Clinical Training), NIPORT 

Dr. S. M. Jahangir Superintendent, MCHTI 

Dr. Md. A. Rahman  Chief of Pediatrics, MCHTI 

Dr. Rokshana Ivy Chief of OB-GY Consultant, MCHTI 

Dr. Md. Obaidul Kabir Khan Assistant Coordinator, Training Unit, MCHTI  

Mrs. Mahmuda Akhter Assistant Matron, MCHTI 

Mrs. Aleya Begum Secretary of Training Unit, MCHTI 

Dr. Md. Abdul Khaleque Talukder Civil Surgeon, Narsingdhi 

Mr. Zillur Rashid Khan Deputy Director (Family Planning), Narsingdi 

Dr. Ashim Kumar Bhowmick Assistant Director (Clinical Contraceptive), Narsingdi 

Mr. Md. Lutfur Rahman 
Upazila Family Planning Officer, Narsingdi Sadar, 

Narsingdi 

Dr. AKM Mahabubur Rahman FPCST & QAT Supervisor, Dhaka Region, DGFP 

Dr. Abu Jamil Faisal（Eva.Team） Country Representative, Engender Heatlh 

Dr. Aftab Uddin (Eva.Team) Former Consultant, Prime-2 

 
 （２）日本 

Name Designation 

Dr. Yuriko Egami Chief Advisor, HRDRH Project 

Ms Kay Suzuki  Project Coordinator, HRDRH Project 

Ms Ichiko Yamashita 
Japanese Expert on Nursing Management and Midwifery 

Training, HRDRH Project 

Ms Izumi Murakami 
Japanese Expert on Training Evaluation and 

Monitoring, HRDRH Projecty 
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Mr. Matsushiro Horiguchi Ambassador, Japan 

Mr. Norihiko Kiya Embassy of Japan 

Mr. Matsumoto Embassy of Japan 

Mr. Takashi Sakamoto Resident Representative, JICA Bangladesh Office 

Mr. Takuya Sugarawa 
Deputy Resident Representative, JICA Bangladesh 

Office 

Prof. Shar Monir Hossain Former LD-IST and JICA Consultant at JICA Office 

 

 
1  
2  
 
4  
 
5  
6  
7  
8 
8  
9 
10  
11  
12  
13  
14  
15  
16  
17 
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第２章 終了時評価手法の概要 
 
２－１ JICA 事業評価ガイドラインによる評価手法 

本調査は、『JICA 事業評価ガイドライン（2004 年１月：改訂版）』に基づき、ログフレーム手法の考

え方を用いた評価手法に則って実施した。『JICA 事業評価ガイドライン』による評価は、まず、①プ

ロジェクトの諸要素を論理的に配置したロジカルフレームワーク（Logical Framework／以下、「ログフ

レーム」と呼ぶ1）（表２－１を参照）を事業計画の枠組みと捉え、②プロジェクトの現状を実績・実

施プロセス・因果関係から把握・検証し、さらに③「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「自

立発展性」の５つの評価の観点（評価５項目）からプロジェクトの価値を問うものである。 

また、上記①～③の作業を通して、プロジェクトの成否に影響を及ぼした様々な要因の特定を試み、

本プロジェクトの実施機関、同分野もしくは性質を同じくするプロジェクトに対する提言や教訓を導

き出した。 

表２－１ ログフレームの構成 
上位目標 
(Overall Goal) 

達成されたプロジェクト目標の貢献が期待される長期の開発目
標。通常プロジェクト終了後３～５年後に達成が期待される 

プロジェクト目標 
(Project Purpose) 

プロジェクトのアウトプットが達成された結果達成されることが
期待される中期的な目標。通常「ターゲット･グループ」への具体
的な便益やインパクトを示す 

アウトプット 
(Outputs) 

プロジェクト目標を達成するためにプロジェクトが実現しなけれ
ばならない、短期的かつ直接的な目標 

活  動 
(Activities) 

アウトプット目標を達成するために、投入を効果的に用いて行う
具体的な行為 

指  標 
(Objectively Verifiable Indicators) 

プロジェクトのアウトプット、目標および上位目標の達成度を測
るもので、客観的に検証できる基準 

指標データ入手手段 
(Means of Verification) 

指標を検証するためのデータ･ソース 

外部条件 
(Important Assumptions) 

各レベルの目標を達成するために必要な条件であるが、プロジェ
クトではコントロールできない条件 

前提条件 
(Preconditions) 

プロジェクトを開始するために必要な条件 

投  入 
(Inputs) 

プロジェクトの活動を行うのに必要な人員･機材･資金など 

 

                                                   
1 従来の JICA 事業評価ガイドラインおよび FASID の PCM テキストでは、ロジカルフレームワークのことをプロジェクト・デザイン・

マトリックス（Project Design Matrix：PDM）と呼んでいた。 
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２－２ 評価５項目（Five Evaluation Criteria） 

本評価調査で活用する評価５項目の定義2は、次の表２－２のとおりである。 

表２－２ 本評価調査で活用する評価５項目の定義 

評価５項目 JICA 事業評価ガイドラインによる定義 

1.妥当性 

(relevance) 

評価時点においても、プロジェクトの目指している効果（プロジェクト

目標や上位目標）が受益者のニーズに合致しているか、問題や課題の解

決策として適切か、WHO やバ国の政策との整合性はあるか、プロジェク

トの戦略・アプローチは妥当であったか、公的資金である ODA で実施す

る必要があるか、日本の援助政策との整合性があるか、といった「援助

プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点。 

2.有効性 

(effectiveness) 

プロジェクトの実施により本当に受益者もしくは社会への便益がもたら

されているのか（あるいはもたらされるのか）を問う視点。具体的には、

「アウトプット」の達成の度合い、およびそれが「プロジェクト目標」

の達成度にどの程度結びついているかを検討する。 

3.効率性 

(efficiency) 

主にプロジェクトのコストおよび効果の関係に着目し、資源が有効に活

用されているか（あるいはされるか）を問う視点。 

4.インパクト 

(impact) 

プロジェクトが実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波

及効果をみる視点。この際、予期していなかったプラス・マイナスの効

果も検討する。 

5.自立発展性

(sustainability) 

援助が終了しても、プロジェクトによってもたらされた効果が持続する

見込みはあるか、を問う視点。具体的には、制度的側面、財政的側面、

技術的側面から当該効果の自立発展性の見込みを考察する。 

 

また、評価５項目とログフレームとの関連を表２－３に示す。 

 
表２－３ 評価５項目とログフレームとの関係 

評価５項目 ログフレームの
「プロジェクト
の要約」欄 

妥当性 

Relevance 

有効性 

Effectiveness 

効率性 

Efficiency 

インパクト 

Impact 

自立発展性 

Sustainability 

上位目標   

プロジェクト
目標 

プロジェクト目標・上
位目標が、被援助国側
のニーズに合致してい
たか・日本の援助事業
として妥当であったか
をみる。 

プロジェクトを
実施したどのよ
うな長期的・間接
的な波及的効果
があったかをみ
る。 

アウトプット  
 
 

アウトプットの
達成により、プロ
ジェクト目標が
どれだけ達成さ
れたかをみる。 

 

投入   

プロジェクト目
標達成の度合い、
およびアウトプ
ットの達成度合
いはコスト（投
入）に見合ってい
たかをみる。 

 

協力終了後もプ
ロジェクト実施
による便益が持
続されるかどう
か、プロジェク
トで支援した事
業はどの程度自
立する見込みが
あるかをみる。

 

                                                   
2 『JICA 事業評価ガイドライン改訂版（案）』 2004 年１月、企画評価部評価監理室による。 



－8－ 

２－３ 終了時評価のデザイン 

２－３－１ 評価デザインの策定 

当該プロジェクトは、プロジェクト開始時にプロジェクト関係者によって事業計画（PDMフォー

マット）が策定されており、また、中間評価実施3のあと、プロジェクトの方向性の変更と現在まで

の実績を反映させた形で、PDM2が策定されている。本終了時評価では、評価デザインを作成するに

あたり、このPDM2を本事業計画の枠組み（ログフレーム）として使用した。 
評価デザインの作成では、まず「本評価で何を知りたいのか」を示す評価設問（Evaluation 

Questions）を策定し、その設問に答えるための判断基準・方法および必要なデータと情報源を検討

した。評価設問に沿った主な検討項目は表２－４に示し、評価デザインの詳細は評価グリッドにま

とめて添付した（付属資料１参照）。なお、評価グリッドは、JICA本部担当部、評価調査団及びプ

ロジェクト関係者代表からの意見を反映させ、評価分析団員がまとめた。 
 

２－３－２ 評価設問（Evaluation Questions） 

日本側は、今後もバ国に対するリプロダクティブヘルス分野への支援を継続していく方針である。

したがって、本評価では、プロジェクト実施の効果成否の確認に加え、本プロジェクトで得た経験・

教訓を今後のより効率的・効果的な協力アプローチの策定・実施に活かすことも焦点となる。した

がって、大きな評価設問は標準的設問である「プロジェクトを実施した価値があるか」に加え、特

に以下の視点が重要と考えた。 
 
 （１）本プロジェクトで選択されたプロジェクトの目標・計画内容は、今後数年間を見据え、バ国

におけるリプロダクティブヘルス分野の開発課題に対して効果を上げる協力の方策として適切

か。 
 
 （２）プロジェクトによって、バ国の当該分野における人材育成の目標はどの程度まで達成された

か。達成された、また達成されなかった課題は何か。また、その成否の阻害・促進要因は何か。 
 
 （３）プロジェクトの生産性、費用対便益、費用対効果を向上させた、または低下させた要因はな

んであったか。 
 
 （４）予期しなかったプラス・マイナスの影響があるか。またそれをもたらした要因は何か。 
 
 （５）バ国の該当機関が持続的にリプロダクティブヘルス改善対策を実施してゆく体制を整備して

ゆく上で、プロジェクトが実施して有効であった、またはなかったアプローチ・手法は何か。 
 
なお、より詳細な評価設問は、必要なデータ、収集方法、情報源とともに添付の評価グリッドに

示した。 
 

                                                   
3 中間評価時には、PDM（ログフレーム）の改訂はなされず、その後改定された。 
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２－３－３ 評価指標および必要なデータ（Evaluation Indicators and Required Data） 

本調査では、上記の評価設問に答えるために、PDM2（ログフレーム）で規定された指標および補

足データ（各目標レベルを測る代替指標の追加）で実績を確認し、その発現に寄与した実施プロセ

スに関するデータ、および観察された効果とプロジェクトの因果関係を検証するためのデータの収

集に努めた。なお、目標達成度の検証に関して、PDM2では必ずしも指標に目標値が示されていない

ため、実施前・実施後の比較分析等を判断材料とする。主な必要データは、表２－４のとおり。 
 

表２－４ 評価設問と必要データ 

評価設問 必要データ 

上位目標の指標数値の推移 
プロジェクト目標の指標数値の推移 
各アウトプット（成果）の指標数値の推移 
活動実績 
投入実績 
活動の進捗状況 
プロジェクトのマネジメント体制 
技術移転の方法 
受益者の事業への関わり方 

0．ログフレーム記載事項に係る実績と実施プロセ

スの実績は。（実績と実施プロセス） 

相手国実施機関のオーナーシップ 
上位目標のバ国の開発政策との整合性 
プロジェクト目標のターゲットグループのニーズとの整合性

プロジェクトの戦略（目標、対象、地域、ターゲットグルー

プなどの選択）の適正度 

1．本プロジェクトで選択されたプロジェクトの目

標・計画内容は、今後数年間を見据え、バ国に

おけるリプロダクティブヘルス分野の開発課

題に対して効果を上げる方策として適切か。

（妥当性） 上位目標の日本の開発援助政策との整合性 

プロジェクト目標の達成度合い 

プロジェクト目標とアウトプット（成果）の関連性 

2．プロジェクトによって、バ国のリプロダクティ

ブヘルス分野における人材育成の目標はどの

程度まで達成されたか。達成された、また達成

されなかった課題は何か。また、その成否の阻

害・促進要因は何か。（有効性） プロジェクト目標に至るまでの外部条件の影響 

アウトプット（成果）の産出度合い 
バ国側投入の適正度（質・量・タイミング） 
日本側投入の適正度（質・量・タイミング） 

3．プロジェクトの生産性、費用対便益、費用対効

果を向上させた、または低下させた要因はなん

であったか。（効率性） 
プロジェクト目標・アウトプットと投入の関連性 
妊産婦死亡率、乳児死亡率の減少への貢献度 
上位目標とプロジェクト目標の関連性 
予想しなかった正負の波及効果 

4．予期しなかったプラス・マイナスの影響がある

か。またそれをもたらした要因は何か。（イン

パクト） 
外部条件による影響 
政策的支援の継続、組織運営能力の変遷 

MCHTI の運営財源確保の可能性 

移転した技術の定着と普及の仕組み 

5．バ国の該当機関が持続的にリプロダクティブヘ

ルスプログラムを実施してゆく体制を整備し

てゆく上で、プロジェクトが実施して有効であ

った、またはなかったアプローチ・手法は何か。

（自立発展性） 持続的効果の発現に必要な要素と阻害しうる要素 
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２－３－４ データ収集方法（Data Collection Methods） 

本調査では、定性的・定量的データを相互補完的に収集した。調査収集にあてる時間的・資源的

な制約を鑑みながら、できるだけ適切かつ効率的な収集方法・情報源を組み合わせた。本調査にお

ける主なデータ収集方法は、以下のとおり。 
 
 （１）既存資料レビュー（プロジェクト・保健関連機関による統計・報告資料等） 
 
 （２）主要関係者へのインタビュー〔保健省担当官、カウンターパート（C/P）、専門家、パイロッ

ト地域の県・郡担当者、郡家族計画担当官（UFPO）、シニア家族福祉員（Sr.FWV）など〕 
 
 （３）グループ・インタビュー（パイロット地域および非介入地域の FWV・FWA を対象としたフォ

ーカスグループ等） 
 
 （４）直接観察 
 

また、本調査は、日本側の調査団とバ国側の調査団の合同評価の形をとっており、データ収集の

段階からバ国側の評価チームと協働で実施した。この段階では、バ国側のチームは主にログフレー

ムの指標に沿ったプロジェクト実績データの収集およびナルシンディ県でのプロジェクトの介入と

得られた成果の因果関係を検証する定性的調査（UFPO、Sr.FWV、FWV、FWAへのインタビューや

フォーカスグループ調査）を担当した。 
 

 ２－３－５ データ分析・解釈と取りまとめ（Data Analysis & Report Making） 

  本終了時評価では、プロジェクト実施の効果成否の確認に加え、その経験・教訓を今後の同

分野への継続支援に活かすことにも焦点が置かれる。評価結果は、JICAの事業実施部門・在外事務

所やバ国におけるリプロダクティブヘルスプログラム実施機関によって活用および参考とされるも

のである。したがって、前述のように報告書は日バ双方の意見を反映させた「合同評価報告書（英

文）」の形をとった。 
  上記で収集されたデータやその分析結果と総合し、まず終了時評価調査団およびバ国側評価コン

サルタントが評価５項目の視点を用いてドラフトにまとめ、双方の評価調査団内で吟味した。次に

プロジェクト関係者間で、特に提言内容について半日間の協議を実施した。その結果を踏まえたド

ラフトについては、主に合同調整委員会（JCC）関係者間で、2004 年３月 11日（木）の評価フィー

ドバック協議4の場で更なる内容の再検討がなされ、そのフィードバック内容を踏まえて改訂・最終

化がなされた。また、合意された「合同評価報告書」の要約・協議内容はミニッツに取りまとめら

れ、署名・交換された。 

                                                   
4 プロジェクト運営委員会(Project Implementation Committee)のコアメンバーを中心とし、23 名の参加を得て実施された。保健局側（DGHS）から

は３名が招待されたが、当日は欠席であった。 
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第３章 調査結果 
 

３－１ 現地調査結果 

３－１－１ 総 括 

本調査の結果、MCHTI の病院および研修機関としての機能強化という点においては、本プロジェ

クトの技術移転は成功したといえる。 

無償資金協力や技術協力プロジェクトによって、それまでは単なる助産院だったところに医師が

配置され、高度な医療技術の移転がもたらされながらも、従来ながらの助産師による自然分娩のス

タイルを守り、さらに「女性に優しい病院」の認証を受けるべく、プロジェクトがイニシアティブ

をとって MCHTI のスタッフを育成したことが、内外からも高く評価を受けることになった理由で

あろう。 

これまでに再三指摘されてきた MCHTI の人員配置および病院の維持管理に関するバ国側の予算

確保は、プロジェクト終了後の継続性にかかわる重要な事項であるため、今後６か月の間で早急に

解決される必要がある。ただし、このような問題は、MCHTI に限らぬバ国全体の問題であり、より

上位での病院管理システムも併せて検討しなければならない。 

研修の実施だけでは人材開発とはいえず、それらを通じて本当に質の高いサービスが妊産婦にも

たらされたかが重要である。そのため、フィールドでのフォローアップや、そこからの研修内容・

計画へのフィードバックメカニズムが保証されていないことが、プロジェクトを終了するにあたっ

て最大の問題点として指摘された。 

これは、MCHTI の内部で解決できることではないため、JCC での更なる具体的な検討が必要であ

る。しかし、これは他の研修一般についても同様に言えることであり、JCC を超えてバ国の保健政

策の中での人材開発全体について議論し、計画の中に取り込んでいく必要があるだろう。その意味

で、今回 MCHTI という施設を中心とした人材開発を検討するだけでは限度があり、新・保健栄養

人口セクタープログラム（HNPSP）の策定および人材開発全体の議論の中で反映すべく、積極的に政

策・戦略議論に参加すべきである。これまで人口保健政策アドバイザーの要請を受けていながらも

日本から派遣できなかったこともあるが、今後派遣予定の企画調査員を通じて、セクターワイドア

プローチ（SWAPS）の中での情報収集や貢献が必要となろう。 

新規プロジェクトの可能性については、今後の更なる検討事項であるが、本調査団員の中では、

より地域レベルでのサービス提供の量と質に焦点をあて、それを政策提言するための人材開発のメ

カニズムを作り、実際に政策へのフィードバックができるようなプロジェクトを目指すべきではと

の意見が多かった。企画調査員には、MCHTI およびナルシンディ県での今後のプロジェクトのフォ

ローアップを通じて、新規プロジェクトの可能性を模索ありたい。その際のポイントは、本プロジ

ェクトで問題となった「だれが実際の C/P であるか」を明確にすることであり、その C/P が主体的

にプロジェクトの立案にかかわっていけるようにすることである。日本側がリードすることは構わ

ないが、日本側だけで構想した場合、バ国側の主体性を引き出すことは困難となるであろう。 

「バングラモデル」の中で、新規プロジェクトが位置づけられるのであれば、今後の無償資金協

力や草の根無償など、他のスキームも組み合わせた日本のリプロダクティブヘルス分野での貢献を

検討すべきである。人材開発は、本来 10 年以上のスパンで考える必要があり、バングラデシュモデ

ルの中では長期的な視野にたって計画と戦略を立てることも必要であると思われる。 
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３－１－２ HPSP および HNPSP の現状と問題点～プロジェクトへの影響 

保健人口セクタープログラム（HPSP）は、当初予定の５ヵ年計画の期間を 2003 年６月 30 日に終了

した。しかし、次期 HNPSP は 2003 年７月１日には結局立ち上がらず、その後今日（2004 年３月）

まで、暫定的な「繋ぎプログラム」状態となっている｡ 

本調査団派遣時期（2004 年３月）に HNPSP の基本計画及び予算が承認されたと報じられた（2004

年３月 19日付新聞報道）ものの、実際の執行開始までにかかる期間については、いまだ見えない部

分が多い。 

この繋ぎプログラム期間中は、各機関や各部局ごとの個別の活動計画及び繋ぎ予算（Bridge 

Budget）に基づいて個別事業が実施されている。家族計画局などはフィールドワーカーまで含めた関

係総職員約 80,000 人の給与が 2003 年６月から遅配となっており、2004 年 2月現在もそれが続いて

いる状態である。これは、家族計画国家事業が始まって以来、最悪の状況であるといわれている。 

また、世界銀行を中心にしたコンソーシアムも、HPSP の失敗（家族計画局と保健サービス局の

統合の失敗、コミュニティ・クリニック（CC）の失敗、アウトリーチ方式からワンストップサービス・

デリバリー方式への失敗、物流管理の失敗など）を背景に、その方針を大きく変更させてきている。

1998～2003 年の HPSP の失敗に伴い「コモンバスケット方式」が見直されており、既にカナダ、ス

ウェーデン、EC がこの方式に対する不安を表明した。 

今後、政府の SWAP の推移や各援助機関・援助国の動きを注意深く見守る必要がある。バ国では、

HPSP の失敗を機に、SWAP のあり方にも、今後、何らかの変化が起こることは歴然としている。 

 

最新の人口保健調査によると避妊実行率の全国平均は前回 53.8％であったものが 51％へと低下

した。近代的避妊法、伝統的避妊法ともに HPSP の混乱で、ロジスティックスが滞り、現場でのサ

ービス提供がスムーズに行かなかったため低下した。合計特殊出生率は 3.2～3.3 で、1993 年以来

10 年間横ばい状態となる。 

バ国では、現在年間 400 万人の女性が妊娠し、そのうち妊娠や出産に関する原因で、少なくとも

25,000～28,000 人の女性が命を落としている。この多くが、予防可能な原因による死亡である。ま

た、出産の 90％以上が自宅分娩で、その多くが Dai（ダイ）と呼ばれる伝統的助産婦（産婆／TBA）

による立会いである。24 万人が妊娠合併症などの危険な状態に陥り、結局、出生 10 万対 320～400

の割合で母親が死亡している。 

バ国では母親の約 35％が 15～19 歳である。そのうち約 42％が 16歳未満で、その多くが避妊をし

ていない。若い母親は、栄養失調、貧血なども多く、未熟な状態での結婚（早婚）による妊産婦死

亡も多い。更には、社会的文化的差別（ジェンダー）の影響も大きいと考えられる。 

 

2004 年１月１日付で、保健サービス局と家族計画局の分離（ディス・ユニフィケーション、セパ

レーション）が実施された。HPSP５年計画では、両者の統合（インテグレーション、ユニフィケー

ション）が図られたが、結局それは成功しなかった。プロジェクトはこの２局の統合を前提に設計

されていたため、多くの負の影響を受けた。 

今年（2004 年）に入って、家族計画局では、早速、各県の家族計画担当部長が陣頭指揮に立ち、

県・郡レベルでのセミナー・ワークショップを連続的に開催している。今までの家族計画事業の遅

れを取り戻すためのプロセスである。 

一方では、HPSP によって「クリニカル方式」に戻ったがゆえに５年間放置されていた「家族計
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画実行者（カップル）登録」を再開した。これはアウトリーチ事業の展開には最も必要な手続きで

あり、実行者の把握のための基礎資料でもある。 

また、母子保健サービス提供を行う場合、包括的なサービスが必要である。日本がこの分野で援

助を行う場合、家族計画局だけを C/P とするのでは、不十分であることは歴然としている。その意

味では、２局の統合を前提としたプロジェクトの計画は当時の状況では妥当であった。しかし、家

族計画局側のアレルギーは特に強く、郡やユニオンレベルでは、保健医療サービス（HS）と人口家族

計画（FP）は統合的に活動を行うともいわれているが、依然、５年間の確執が、組織的に尾を引いて

いくことは想像に難くない。 

 

今回、プロジェクトが対象としたナルシンディ県の Sr.FWV および FWV については、専門家の直

接介入により、妊産婦検診や産後ケアについて一定の成果を得ることができた。しかし、パンチド

ナユニオンをはじめ、FWV が不在（空席）のユニオンが少なくないこと、検診については改善され

たものの、施設分娩が進んでいない地域では、いかに高度な技術を学んでいてもそれを生かせる機

会がほとんどないこと、また、ユニオン保健家庭福祉センター（UHFWC）やコミュニティ・クリニッ

クには、水・電気、基本薬品のない施設が多いことなど、フィールドにおける根本的な問題が多く、

プロジェクト活動だけでは解決できない課題が残されている。 

 

３－１－３ 「女性の健康」の観点から見たプロジェクトの取り組み 

人材開発は「女性の健康」を実現するうえで重要な取り組みであることは間違いない。しかし、

人材開発そのものは目標ではない。あくまで女性の健康が実現することが目標であり、研修やトレ

ーニングはその目標を実現するための一つの手段と位置づけられる。では、その「手段としての研

修」が効果を発揮するための条件は何か。本プロジェクトでは、質の高い臨床サービスの実践、現

場のニーズを反映した研修内容、研修修了者に対する現場での支援の３点が、人材開発という戦略

を女性の健康の実現という成果に結びつけるための条件であると考えて活動してきている。 

 

MCHTI の役割が臨床実習主体の研修を提供することにある点を鑑みると、質の高い臨床サービス

の実践は、研修の質に直結する重要な要因とみなされる。プロジェクトでは緊急産科ケアを提供す

るための医療技術の向上に正面から取り組み、いわゆる 2.5 次医療施設としての機能を獲得しつつ

も、正常分娩に関しては、助産師が前面に立ち出産する女性の希望する体位を尊重し女性の側に立

った出産を実現している。これは MCHTI が達成しつつある成果を表す一つの事例といえよう。 

診療の質について語る言葉として「患者中心の医療」「全人的医療」などが使われるが、実際に保

健医療サービスを提供する場面でこれらの言葉の意味するところはあいまいである。一般には、診

断が科学的に正確でありその結果を受けた治療の合理性や医療技術の水準の高さをもって「診療の

質」が語られがちである。しかし、貧富や社会階層などを理由に一部の患者の診療を拒否すること

も起こりうる社会状況のなかで、本プロジェクトではプロジェクト開始当初から、患者を一人の人

間として大切にするという姿勢がプロジェクトリーダーにより強く示された。そして、その姿勢を

実際に取り組み可能な課題として具体化するために「女性に優しい病院」というコンセプトを

MCHTI のミッションステートメントとして採用した。特に、看護の分野で各専門家が重視したのは

ケアの質であり、この視点も「女性に優しい病院」のコンセプトに統合された。 

プロジェクトでは、研修修了者が自分の持ち場に帰ったときに、「地域住民のニーズにこたえる」
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という意味で質の高いサービスを提供できるという視点を重視して、研修が成果をあげているかど

うかを評価している。特に、プロジェクト期間の後半では、ナルシンディ県をフィールドとして、

そこでの活動を通して地方の医療行政機構の中で、研修生が得た技術と知識を生かして適切なリプ

ロダクティブヘルスサービスを提供すること、そして、その活動を通じて教訓を導き出し人材開発

へフィードバックすることを目的に取り組んでいる。 

 

質の高い人材開発を目指すプロジェクトとしての臨床サービスおよび研修活動の両方に共通する

基本的な姿勢は、保健医療サービスを必要としている人々のニーズを重視することであり、この基

本姿勢を行為として実践する努力をしてきたことが、国家保健政策（HPSP）の変更や MCHTI の社会

的な位置づけの低さなどの厳しい外部要因の存在下でも、臨床と研修の両面においてよい効果をも

たらしたと推察できる。 

 

保健サービス提供者に対する研修やトレーニングが実施されるだけでは、地域住民へのよい保健

サービスの提供、最終的には彼女らの健康向上に必ずしも結びつくとはいえない。例えば、保健医

療施設への交通事情が改善されてアクセスが確保されたり、診療所に必要な医薬品が供給されたり

などなど、外部条件が整うことも、よい人材を確保することと同時並行で実現する必要がある。こ

の点はほとんど自明の理ともいえようが、バ国のリプロダクティブヘルスの現場にあって、具体的

に効果のある活動として実践するには困難な課題である。 

本プロジェクトの一つの特徴は、研修やトレーニングが効果を発揮すること、すなわち地域の女

性たちが質の高い保健サービスを受けることができるようになるために、具体的にどのような活動

が必要なのかという問いに答えを出そうと試みてきたという点にある。そして「サポーティブ・ス

ーパービジョン」という考え方にたどり着いた。この考え方は、一言で、「支援的な訪問指導」とで

もいえようか。例えば、６か月間の研修を終了した FWV が一人で働いている一次医療施設を Sr.FWV

や UFPO が訪問して、彼女らの妊産婦健診の技術や態度を観察するとともに、その活動を激励・支

援することを日本人専門家の指導のもとに実践している。重要なのは「支援的」であることで、研

修を終了して知識や技術を深めた FWV たちが現場の状況を改善しようという意欲を示したときに、

それを周囲が認めて積極的に支えることで、産前健診の受診率やハイリスク妊婦の上位医療施設へ

の紹介数の向上という結果になって表れている。 

 

以上に述べたことはいわば「内容」に関することである。開発協力を目的としたプロジェクトと

しては、これらの内容がバ国側により引き続き実行され、さらに発展されることが望まれる。 

MCHTI の臨床および研修の機能強化についての様々な働きかけ、ナルシンディ県におけるサポー

ト活動は、それぞれ MCHTI およびナルシンディ県における既存の組織を対象としてそれらの組織

を強める形をとってきた。したがって、プロジェクト期間が終了して日本人チームが帰国したあと

もプロジェクトが実現を目指してきた考え方は、これらの組織に引き継がれることが期待できる。 

他方で、本プロジェクトが取り組んできた臨床、研修、そしてフィールドでの学びをリプロダク

ティブヘルス分野における技術的提言として関係諸機関と共有する活動に関しては、現時点ではプ

ロジェクト運営委員会（PIC）が受け皿となり、日本人専門家が主導する形で実施されている。PIC は

プロジェクト期間終了とともに、少なくとも現在の形態のままでは存続しえないので、これに代わ

る具体的な仕組みをプロジェクト終了時までに軌道に乗せる必要がある。 
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プロジェクト実施に際して、「内容」を作ることと、それを支え発展させていく「枠組み」を作る

ことは、車の両輪のようにどちらが欠けても前に進むことができなくなってしまうという意味で、

同じように重要である。ところが、バ国の政府の仕組みの複雑さと非効率的な側面が、持続性を確

保することの難しさという形で、本プロジェクト実施中に様々な場面で現前している。加えて、双

方の関係者の密なコミュニケーションと相互理解に基づくプロジェクト運営が必ずしも実現してい

ないという印象も受けた。例えば、健康教育をプロジェクト全体のデザインの中でどのように位置

づけるかという具体的な活動に関しての十分な合意形成がなされず、結果としてその活動の持続性

は十分に確保されなかった。 

今回の終了時評価の過程で導き出された一つの教訓は、プロジェクト形成の初期より日本とバ国

の双方の関係者がプロジェクトの持続性確保についての具体的な方策を話し合い実行すべきである

という点である。相互理解と相互信頼は国際協力のいわば原点であると同時に文字どおり相互のや

りとりの中で醸成されるべきものであるが、ともすれば相手国側にはその意識が希薄となりがちで

ある。したがって、技術的支援と同様に、持続発展性の確保に関しても、特に日本側がイニシアテ

ィブをとることを強く期待したい。 

 

３－１－４ NGO との連携の可能性 

プロジェクトの特に後半の期間では、フィールドにおける NGO との連携を試み、概ね順調に進

んだといえる。 

一方、多くの援助機関・援助国は、HPSP（1998～2003 年の５年間）において全く予定通りの予

算執行ができなかった。特に、世界銀行中心のコンソーシアム・プールファンドは、結局４割以上

の余剰金を残して終了してしまったともいわれている。そこで、政府による予算執行に多くの不安

を残した援助機関・援助国は、ある意味では、政府を見限り NGO への予算執行を増大させつつあ

る。つまり、GO/NGO「連携」というよりも、GO/NGO「競合」を促進させる構造が醸成されつつ

あるともいえる。米国はかなり早い時期から、政府を相手にせず NGO を通した人口保健活動支援

を実施してきたが、他の援助国や機関もサービス提供を確実に地域住民に届けるための支援には

NGO を活用するほうが効率的であるという判断にたっている。ドナーコンソシアムの中には GO と

NGO、更には民間の間での競合・競争関係を今後さらに推進したいという意図がある。 

同一地域で NGO と GO のサービスが競合することになると、ある意味では「選択肢」の拡大の

ようにも見えるが、貧困層や農村地域での地域住民に対するサービスの欠如は、それでもなお解決

されないという事実は見逃してはならない。 

政府サービスが「無料」である一方で、NGO はフレンドリーで質の高いサービス提供や丁寧なフ

ォローアップを前提に「有料化」を推進している。同じ地域で同じサービスを受けても、一方が有

料で一方が無料だとすれば、NGO ワーカーの活動はやりにくくなる。NGO のサービスが何故有料

かが住民には理解されにくいからである。 

また、バ国における保健分野の NGO は多極化しており、BRAC のような収益事業で得た収入を公

共事業にあてているような自立型や、中・上流階級層をターゲットとした上流サービス型、また、

各国ドナーからのコントラクトアウトを受けて運営する専門 NGO、より貧困な層を対象にするが財

政的な自立発展性の低い NGO などが混在している。 

今後、本格的な NGO との連携事業を考えていく場合には、NGO の特性をよく知り、GO/NGO が

お互いの立場を尊重しながら、時間をかけて「住民参加型のシステム（市民社会組織）」を作り上げ
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ていく必要があろう。 

 

３－２ プロジェクトの実績 

３－２－１ 投入の実績 

（１）日本側 

１）長期および短期専門家 

長期専門家および短期専門家の派遣実績表を付属資料２に示した。 

プロジェクト終了時までに、総じて９分野にわたる 12 名の長期専門家が 288 人月分派遣

される予定である。専門分野の内訳は、総括、プロジェクト調整、研修モニタリング・評価、

助産師研修、看護管理、産婦人科、臨床検査、母体ケア、栄養、および健康教育であった。 

終了時評価時点で、26名の短期専門家が、38 回にわたり 22分野において 50 人月分派遣さ

れた。さらに、８名（8.4 人月分）の派遣がプロジェクト終了までに計画されている。短期

専門家の平均滞在期間は 1.3 人月／回で、少ない専門家で 0.17 人月（５日間）長期では 5.97

人月であった。専門分野の内訳は、以下の 22 分野である。 

産婦人科、臨床検査、医療器材管理、医療情報管理、人的資源開発、助産技術、麻酔技術、

新生児科、超音波診断技術、母体ケア、看護管理、手術看護、新生児看護、教官研修（TOT）

研修モニタリング・評価、病院統計、薬剤管理、水道供給システム、医療施設・機材維持管

理、人間関係性トレーニング、AV 教材開発、GO/NGO 連携、ベースライン調査企画 

 

総じて、R／D 協議(1999 年６月 24日付)の資料で計画されていたすべて（10 分野）の分野

において技術専門家が提供され、その他 12分野が追加された。 

 

２）医療および研修機材供与 

MCHTI、母子保健機関（ICMH）、国家人口研究訓練機関（NIPORT）、卒後研修技術研修室

（TTU）およびその他の機関に供与された医療および研修機材の実績表を付属資料１の

ANNEXⅢに示した。  

 

プロジェクト終了時までに、総額 943,200 米ドルの医療および研修機材が供与される予定

である。なお、この額には無償資金協力スキーム下で MCHTI に供与された 875,685 米ドル

の医療機器材は含まれていない。 

 

終了時評価時における供与機器材の使用頻度および稼働状態について、表３－１に示した。

ほとんどの機材（86％）が稼動しているが、わずかの機材（７％）の稼動状態が把握されて

いない。また、使用頻度については、半分以上（64％）の機材は毎日または定期的に使用さ

れているが、４分の１弱（23％）が十分には使用されておらず、わずか（７％）ではあるが、

故障・紛失している機材が見受けられた。 
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表３－１ 供与機器材の使用頻度および稼働状態 

 

３）C/P 研修 

C/P 研修の実績表を付属資料１の ANNEXⅣに示した。 

総じて 18名が全体で 24人月の期間にわたって日本において C/P 研修を受けた。また、C/P

のうちさらに８名（重複あり）が全体で 15 人月にわたり国際協力福祉サービス（JICWELS）

の支援による研修に参加した。終了時までに、さらに３名がリプロダクティブヘルスプログ

ラム管理（２名）、病院管理（１名）に関する研修を受ける予定である。 

研修の対象分野は以下のとおり。 

病院管理（４名）、母体保健・ケア（10名）、産婦人科（１名）、新生児科（３名）、看護ケ

アおよび助産師研修（１名）、人的資源開発（５名）、臨床検査管理（１名）、麻酔科（１名）、

超音波診断（１名）、デジタルビデオ製作（１名）、リプロダクティブヘルスプログラム管理

（２名） 

 

４）現地業務費 

日本側からの年間現地業務費の拠出実績表（推定含む）を付属資料１の ANNEXⅥに示した。 

現地業務費として、プロジェクト終了時までに 488,509 米ドルが日本側から拠出される予定

である。現地業務費は、効果的で円滑な事業実施のための雑費も含まれる。例えば、MCHTI

では医療施設・機器材維持管理の技術者が配置されていないため、維持管理のための契約職

員雇上費・および維持管理費の 50％は現地業務費で賄われた。また、MCHTI には研修生用

の宿舎が併設されなかったため、NIPORT の研修生用宿舎の改修費もここから拠出された。

現地で企画実施された研修機関職員向けのコンピューター研修などもこの費用でカバーされ

ている 5。 

 

（２）バ国側 

１）C/P の配置 

保健家族福祉省、MCHTI、ICMH および NIPORT において配置された C/P（名前および人

数表）の実績表を付属資料１の ANNEXⅤに示した。 

 

                             
5 コンピューター研修への投入は、総額 342,900 タカ(約 720,090 円)で、MCHTI 職員 35 名、TTU 職員６名、NIPORT 職員 15 名に対

して実施された。 

機材の状態 ＃ ％ 

0 : 紛失または確認不可能 0 0% 

1 : 正常に稼動可能 441 86% 

2 : 稼動するが小さな不具合有 15 3% 

3 : 正常に稼動していない 8 2% 

4 : 修理中 8 2% 

5 : 故障 (廃棄対象) 4 1% 

6 : 状態不明 36 7% 

総数 512 100%

使用頻度・稼働状況 ＃ ％ 

A : 継続的な使用 (毎日) 220 43% 

B : 定期的な使用 (週１～３回) 108 21% 

C : 時々使用 (年間３～11 回) 27 5% 

D : 使用されていない 120 23% 

E : 故障・紛失または未確認 37 7% 

総数 512 100% 

Source: Project Office, March 2004 
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終了時評価時点では、R／D で合意された 11の専門分野と JCC や PIC など運営管理担当者

を合計して 58名の C/P が選任された。また、協力実施期間中(4.5 年)の通算では、103 名の

C/P が配置されたことになる。この数値差は、日本側による数次にわたる異動取消し・延期

への見直し要請にもかかわらず、選任職員の人事異動 6 が頻繁にあったことに起因している。 

一方、関連機関および MCHTI におけるプロジェクト活動関係者数は、2002 年５月の 135

名から終了時評価時の147名7 に増加した。しかし、プロジェクトの当初から日本側がMCHTI

への配置を要請していたポスト（53 ポストが認証された 8 ）は、終了時評価時点でいまだ配

置がない。このポストの中には、MBBS 認定医、学士以上の看護師、施設・医療器材管理の

技術者も含まれている。これは、バ国では組織体制の変更が正式に認められるまでに長く複

雑な過程を要することに起因する。  

 

２）施設および日本人専門家の執務室提供 

1999 年６月 24 日に手交された実施協議時の合意文書（R／D）の内容と実績を比較したもの

を表３－２に示す。 

 

表３－２ 施設および日本人専門家の執務室提供（計画と実績の比較） 

計 画 実 績 

１）プロジェクト実施に十分
な場所・施設 

・Azimpur Maternity Centre(旧 MCHTI)および日本の無償資金協力で建
設された MCHTI の建物が提供された。 

・新 MCHTI には、研修室は２部屋ほどしか設計されなかった。 
・新 MCHTI には、夜勤にも参加する FWV 長期実習生用の宿舎が建設
されなかった。 

２）専門家の執務室および必
要な施設 

・1999～2002 年中頃まで３年間 TTU 内に専門家執務室が提供された。
・2000～2004 年まで４年間新 MCHTI 内に専門家執務室が提供された。

３）プロジェクト活動に必要
な電気・ガス・上下水道・
電話・事務所家具および
運営必要経費 

・プロジェクト活動に必要な電気・ガス・上下水道・電話線・一部事務
所家具および MCHTI の運営費が提供された。 

・MCHTI の運営費ではカバーできない一部の医療機器および施設の維
持管理費については、日本側が負担した。 

４）その他双方でその必要性
が合意された施設の提供 

・宿舎確保の問題が JCC および PIC で協議され、アサッドゲート地区
の FWVTI およびダッカ医科大学付属看護学校のドミトリーが提供さ
れた。 

出典 実施協議調査団報告書（R/D：1999年６月24日）および終了時評価調査団による聞き取り 

 

３）事業コスト負担 

バ国側からの運営業務費である MCHTI の運営費の拠出実績（推定含む）表を付属資料１

の ANNEXⅥに示した。 

2000 年７月から 2004 年６月末までに、総額 1,441,193 米ドルが MCHTI の予算として配分

された。過去４年間にわたり、年度ごとに予算額全体および経常予算の割合は増加傾向にあ

る。 

 

                             
6 詳しくは付属資料１の ANNEXⅤを参照のこと。 
7 前述の中心的な C/P 58 名を含む。 
8 当初の要員の見積もりでは、新 MCHTI において新規 226 ポストが必要とされていた。この数は、保健家族福祉省によって半減され、

また財務省に半減されて結果的にに 53 ポストとなった経緯がある。 
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３－２－２ 活動の実績 

以下、23 項目にわたる活動が PDM2（ログフレーム）に示されている。終了時評価時までに実施

された、もしくは現在継続中の活動は以下のとおり。 

 

表３－３ 活動実績（計画と実績の比較） 

活動計画 実 績 

アウトプット１を達成するための活動：MCHTI の臨床機能が向上する。 

1-1 臨床技術を向上させる。(OB・

新生児・麻酔科・助産技術) 

1-1-1 臨床基準を作成する。 

1-1-2 臨床基準にしたがったサー

ビスが提供される。 

1-1-3 臨床指標にしたがってモニ

タリングが実施される。 

1-1-4 診療会議を定期的に行う。 

MCHTI のカウンターパートとプロジェクト長期専門家双方の協力の下、2002年６月にMCHTI

において産婦人科の臨床基準（ガイドライン）が作成された。  

2001 年９月には医師・検査技師等用に病理学室用のオペレーションマニュアルが開発された。

これにより、実施手順が標準化され、サンプル収集方法、検査手順、検査機材の利用および

維持の基準が確立された。 

2003 年６月には、Sr.FWV シニア看護師と FWV 用に看護標準モジュールが改訂された。また、

2003 年 12 月には、看護および助産ケア基準がそれぞれ準備され、使用されている。 

2003 年２月には、新生児ケアを標準化するために、新生児ケアマニュアル（初版）が策定さ

れた。  

産婦人科および超音波検査に関する臨床サービスの質をモニタリングするための指標が設定

された。これらの指標の動向は、各局長および病院運営管理委員会によって月ごとにモニタ

リングされている。 

産婦人科医師会議および産婦人科長会は定期的に実施されており、臨床基準やパフォーマン

スを確認するための臨床指標に関して協議がなされている。外部の専門家によると、ほとん

どの臨床活動は臨床基準通りに行われており、そのパフォーマンスも十分なレベルであると

のことであった。医師や看護師は、臨床活動を実施するうえで、サービス提供者としても、

研修指導者としても適切な役割を担えるようになった。  

1-2 看護管理システムを確立し維

持する。 

 

３年目の終わりには、看護管理・助産管理に関する基本的な目標が達成され、その１年後に

フォローアップ活動が実施された。準看護長や各局の担当者達は看護管理に関する基礎的な

技能を身につけた。  

1-3 臨床検査のサービスを確立す

る。 

 

MCHTI における臨床検査サービスは確立され、記録によればサービス利用は年々増加してい

る。 

1-4 レントゲン検査のサービスを

確立する。 

MCHTI におけるレントゲン検査サービスは確立され、終了時評価の時点での記録では、サー

ビスの利用者数は段階的な増加を見せている。特に、同検査室の超音波検査サービスはプロ

ジェクト実施期間を通じて増加傾向を見せている。 

1-5 合理的な病院運営管理を行

う。 

1-5-1 運営管理会議を定期的に行

う。 

1-5-2 病院統計システムを確立

し、MCHTI のパフォーマン

スを明確にするための必要

なデータ分析や調査を行う。 

1-5-3 施設・機材管理を適切に行

う。 

1-5-4 院内ロジスティックス･シ

ステムを改善する。 

MCHTI に、合理的な病院運営管理のアプローチが導入された。病院運営管理会議は定期的に

実施され、運営管理に関する問題点を認識し、その対応策について協議している。医療機器

および施設使用の手引きおよび物流管理システムの手引きの導入を通じて、医療機器の保守

管理や物流管理は改善された。  

病院情報システムやそのデータをMCHTIのパフォーマンスを上げるために適用することに関

する理解のレベルはまだ不十分である。 

1-6 来院したクライアントおよび

家族に対して健康および栄養

に関する啓蒙普及活動を定期

的に実施する。 

来院したクライアントおよび家族に対して健康および栄養に関する情報が提供された。

MCHTI では、定期的に栄養に関するクラスと父親のためのクラスを実施した。 

このような啓蒙普及活動が来院したクライアントおよび家族に対して与えた影響・効果はま

だ把握されていない。 

1-7 「女性に優しい病院」の認定

を取る。 

 

「女性に優しい病院」の認定を取るためには、以下の項目について働きかける必要がある。

１．ケアの質 

２．母子パッケージ 

３．女性に対する暴力防止のための戦略 

４．保健医療サービス提供に関する男女間の平等及び資源の公正な分配 
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活動計画 実 績 

MCHTI は、上記の項目について、認定を受ける準備が整っている。しかし、保健省の中で認

定を出す機関が確定される必要があり、現在、UNICEF と保健家族福祉省の間で認定問題につ

いて調整中となっている。 

アウトプット２を達成するための活動：MCHTI での研修機能が向上する。 

2-1 研修部を確立する。 MCHTI の研修部室が改築され、リプロダクティブヘルスサービス分野の臨床研修を実施する

ための資機材（モデル・チャート・視聴覚機材）が提供された。 

2-2 研修指導者を育成する。 

2-2-1 研修運営管理機能を強化す

る。 

2-2-2 研修部会議を定期的に開催

する。 

2-2-3 実施可能な研修実施計画書

を作る。 

定期的に研修の進捗を確認する研修部会議や、研修調整や研修運営問題について協議を行う

研修委員会が開催された。 

 

研修計画が定期的に見直され、優先事項が反映された実施可能な研修企画書が作成された。

 

一年ごとに年度研修計画書が作成され、HPSP の卒後研修計画の一部として保健家族福祉省に

提出された。 

2-3 研修指導者の技術を向上させ

る活動 

2-3-1 指導能力を向上させる研修

を行う。 

2-3-2 BCC の指導能力を向上させ

る。 

2-3-3 研修カリキュラム･テキス

ト・教育技術などのノウハウ

の蓄積を行う。 

研修指導者の技術を向上させるためにいくつかのコースが実施され、12 名のカウンターパー

トが TOT コースに参加し、６名のカウンターパートがそれぞれ助産研修と人材開発のコース

に参加した。 

18 名のカウンターパートが日本国内で以下の分野における研修を受けた。（病院管理、母子保

健、産婦人科、新生児科、看護、助産、臨床検査管理、麻酔、超音波検査、デジタルビデオ

による教材の開発）  

９名のカウンターパートおよび関係者が日本および第三国（カンボジア）で研修を受けた。

（JICWELS アジア母子保健ワークショップ、JICA カンボジア母子保健プロジェクトへのスタ

ディツアーなど） 

NIPORT と共同で「行動変容のためのコミュニケーション(BCC)」に関する研修指導者用のマ

ニュアルが開発され、FWV のマスター研修指導者を対象として BCC に関する研修コースが

実施された。 

リプロダクティブヘルス分野の数々のカリキュラム・テキスト・研修マニュアルを見直し、

研修手法を標準化した。この見直しの過程から、NGO を対象とした２か月の助産研修用カリ

キュラムが作成された。 

2-4 リプロダクティブヘルスサー

ビス提供者への研修を実施す

る。 

2-4-1 依頼された研修コースを実

施する。 

2-4-2 研修生による研修実施に関

するフィードバックを行う。 

2-4-3 研修終了後のまとめを行

う。 

2-4-4 報告書を作成する。 

 

MCHTI は毎年政府や NGO の要請を受けて研修を実施している。MCHTI で研修を受けたリプ

ロダクティブヘルスサービス提供者の数は過去５年間で 3,647 名（政府関係者 1,770 名、NGO

関係者 1,877 名）に上り、計画通りに実行された。 

研修生の能力査定の仕組みが導入され、実施前・後テストや標準化された質問票およびチェ

ックリストを用いた査定が実施されるようになった。 

研修の終了後のまとめや研修生による研修実施に関するフィードバックも行われるようにな

り、研修実施法や管理法などの問題に対する対処法が協議されるようになった。 

 

 

PIC 会議において隔週の研修進捗報告書が発表されたが、情報の共有にとどまった。四半期研

修報告書および年間研修報告書は作成されなかった。 

2-5 助産技術に関わる教科書・指

導要綱を作成する。 

助産技術に関する学習要領や指導要綱が準備され、配布された。手術の手順・医学治療・Manual 

Procedures・輸血・麻酔において最低限のパフォーマンス達成目標が導入され、母子福祉セン

ター（MCWC）で従事する FWV を対象とした EOC 研修で適用された。助産技術研修にはログ

ブックが導入され、ユニオン家族福祉センター（UFWC）で従事する FWV の助産技術の向上に

役立った。  
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活動計画 実 績 

アウトプット３を達成するための活動：地域に戻った研修修了者が業務のなかで研修成果を発揮できる。 

3-1 現場でのリプロダクティブヘ

ルスに関わるヘルスワーカー

の活動状況を把握する 

 

ナルシンディ県におけるリプロダクティブヘルスサービスに関する現状把握調査が実施され

た。ナルシンディ県において県・郡・地区・村レベルでリプロダクティブヘルス関連の施設

を提供している施設は全部で 85 か所あった。その中で、NGO・民間営利団体が運営する薬局

や村医者などの数はわずかであった。本プロジェクトのターゲットグループである FWV は、

地区（Union）レベルの施設に従事している。現状把握調査の結果、スタッフの卒後研修や支援

的巡回指導およびモニタリング、スタッフ数、IEC 教材、施設の清潔度、電気や医薬品の有無

などに問題があることがわかった。  

3-2 FWA が把握している妊婦情報

をFWVが活用して安全なお産

を実現するための適切な行動

をとれるように支援する。 

  

プロジェクトは、FWV が安全なお産を実現するための適切な行動をとれるように支援した。

血圧計などの必要な機材や妊婦台帳など必要な書類が提供され、FWV による妊婦情報の記録

や UFWC やサテライトクリニックにおける FWA との連携が促進された。そのおかげで、FWV

は、コミュニティにおいて妊婦の状況を把握している FWA からサービスを提供するにあたり

必要なフードバックを受けることができた。したがって、プロジェクトの介入があった地域

では、安全なお産のためのサービスの提供数とその内容は改善されたと考えられている。 

FWV および FWA に実施したフォーカスグループから、これらの支援は彼女らの期待と比較

して、まだ十分とはいえず、またサービスを受ける妊婦の期待にも沿うためにはより効果的

な支援的巡回指導が必要であることがわかった。 

FWV は FWA に対する監督指導を実施しているというよりは、FWA の支援を受けてサテライ

トクリニックにおけるサービス提供を実施しているという実態も明らかになっている。  

3-3 FWV および FWA が周産期異

常を把握する。 

バ国の専門家および JICA 専門家は、定期的にプロジェクトのパイロット地域を訪問し、FWA

や FWV が周産期異常のあった妊婦に対する出産および産褥ケア(PNC)サービスを提供できる

よう支援した。この訪問によって FWA や FWV は動機づけられたが、フォーカスグループの

結果、交通手段や手当てなどへの支援が不足しているため彼女らが産褥ケアサービスを十分

提供できないことがわかった。同時に、介入地域と非介入地域のデータの比較から、産褥ケ

アに関しては顕著な違いが見られなかった。 

現状把握調査においても、ナルシンディ県の農村地域において「産褥ケア」の考え自体が欠

落していること、また「安全な母性」のためのサービスの中で、産褥ケアが一番軽視されて

いる部分であることが地域住民によって指摘されていることがわかっている。サービス提供

者側に対する交通手段や手当てなどが不足していることは、研修で身につけた技術と知識を

サービスに適用するうえで大きな阻害要因とされている。したがって、今後適切なリファラ

ルシステムを確立するためには、適切な対処法が必要である。 

3-4 FWV に対する効果的な巡回指

導が実施されるように支援す

る。 

リプロダクティブヘルスサービス提供者の現状把握調査によると、「支援的巡回指導」の考え

方は、パイロット地域において欠落していることがわかった。プロジェクトは、ナルシンデ

ィ県のパイロット地域において、巡回指導担当者に対して１年にわたり支援を提供した。 

パイロット地域の FWV に対するフォーカスグループでは、このような支援は FWV と指導担

当者の間の交流を促進し、巡回指導の頻度を増加させた。 

ほとんどの巡回指導は報告書の準備やその回収など最低限の行政手続き的な活動を含むに過

ぎなかった。「支援的な」巡回指導項目である継続的な教育的指導を通じた FWV の知識や技

術の強化などは、あまり重視されていなかった。 

このフォーカスグループから、FWV は指導担当者に与えられる達成目標に対する意識は高い

が、自己啓発のための余裕がないことがわかった。これらは支援的巡回指導システムそのも

のがいまだ発展途上であることを示唆している。 

3-5 郡における月例会議を効果的

なものにするために支援す

る。 

 

JICA 専門家は、郡の担当機関に対し月例会議をより効果的・効率的にするよう指導しただけ

でなく、プロジェクト活動資金から IEC 教材など必要資材を提供した。  

3-6 研修修了者のモニタリングを

現場で実施する。 

 

JICA 専門家は、ナルシンディ県において、研修を終了した FWV の職場を訪問し、地域の監

督指導担当官とともに技術的な指導を実施した。 
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活動計画 実 績 

3-7 研修生が現場で必要とする医

薬品・資器材が適切に供給さ

れているか現状を調査し、必

要に応じて郡・県レベルで可

能な改善方法を提言する。 

ナルシンディ県における現状把握調査を通じて研修生が現場で必要とする医薬品・資器材の

供給状況が調査され、不足状況が明らかにされた。しかし、実施可能な改善方法に関する提

言は含まれていなかった。  

Sr.FWV や UFPO に対するインタビューから、月例会議において医薬品資器材の問題が取り上

げられたものの、これらの問題に対する解決法が政策的な理由から見出せなかったことがわ

かった。彼らによると、この問題は現在解決し、状況は改善に向かっているとのことである。

アウトプット４を達成するための活動：人材養成を通じたリプロダクティブヘルス（RH）向上への取り組みからの教訓を技術的提言

として研修実施者へフィードバッグする機構ができる。 

4-1 現実と研修のギャップを明ら

かにする。 

MCHTI で実施された研修と現場でのニーズの間にあるギャップが明らかにされた。サービス

提供の手引きにある内容と提供者のサービス提供の実態には溝があり、研修と巡回指導を通

じて手引きにあるとおりのサービス提供を強化する必要がある。  

4-2 リプロダクティブヘルスに関

する機関の協力連携を強化す

る。 

4-2-1 PIC 会議・ニュースレターの

発行を定期的に行う。 

4-2-2 NIPORT の研修部のホステ

ルを含めた施設を改善する。 

4-2-3 協力して研修教材開発を行

う。 

4-2-4 研修生や研修教材の交換を

行う 

4-2-5  研修管理情報システム

(T-MIS)の確立に協力する。 

4-2-6 地域で活動しているNGOと

の連携を強化する。 

リプロダクティブヘルスに関する機関の協力連携を強化するために、以下の様々な活動が実

施された。①プロジェクト運営委員会（PIC）会議は、隔月で現在までに 25 回実施され、平均

14 名の参加があった。②ニュースレター（BRIDGE）の発行が四半期ごとに実施され、現在まで

に 14 回発行された。NIPORT の研修部のホステルを含めた施設が改善され、研修資器材や教

材が提供された。③ICMH において助産研修に関するカリキュラム開発が関連機関の協力をも

とに行われた。④関連機関の間で研修生や研修教材の交換が行われ、助産研修の中間評価の

際、日本人専門家による技術的な指導が実施された。⑤短期専門家が派遣され、研修管理情

報システム（T-MIS）の設置がなされた。 

リプロダクティブヘルスに関する人材開発を扱ううえで、JICA プロジェクト専門家、ICMH、

NIPORT、TTU の間で連携関係が作られたといえる。 

4-3 連携会議を行なう。 合同調整委員会（JCC）の会議は定期的に実施され、PIC では扱えないレベルの問題を調整する

うえで重要な役割を果たした。PIC 会議も定期的に実施され、MCHTI が全国の研修プログラ

ムに寄与する方法について積極的に協議した。さらに、TTU や PRIME-Ⅱ（USAID、GTZ、

UNFPA、UNICEF の支援を受けた NGO）との連携会議も実施された。  

4-4 フィードバックを目的とした

ワークショップを定期的に開

催する。 

フィードバックを目的としたワークショップは、毎年計画通り実施された。終了時調査実施

時点では、参加者の総数は 546 名で、異なる政府機関や連携機関・リプロダクティブヘルス

支援関係者が出席した。参加者数には、毎年増加が見られた。 

出典 終了時評価調査団（現地コンサルタント）資料（2004 年２月） 

 

３－２－３ アウトプット（成果）ごとの実績 

（１）アウトプット（成果）１：MCHTI の臨床機能が向上する。 

概して、プロジェクト実施期間中の活動によって、MCHTI における臨床サービスの質には顕

著な改善が見られた。近代的な診断技術に対する投資を通じて、MCHTI はワンストップ・サー

ビス、すなわち検査やその他のサービスのために患者を他の医療機関に紹介する必要はなく、

MCHTI だけで必要なサービスを提供できるまでになった。 

また、24 時間対応の救急産科ケア（EOC）サービスが提供できるようになり、さらに、ダッカ

医科大学とともに UNICEF 支援による国際 CBT/EOC 研修のサイトに選ばれ、２名の医師およ

び２名の看護師がマスタートレーナーとして選ばれている。また、プロジェクト実施期間中に、

臨床レベルの向上に伴い、質の高い母子保健サービスを提供する能力も著しく向上した。例え

ば、終了時評価の時点では、1999 年と比較して、MCHTI の分娩件数は 140％、子宮下部帝王切

開件数は 402％、新生児・乳児ケアの件数は 580％増加していた。分娩件数の増加に伴って帝王

切開件数の割合も増加したが、これは MCHTI が「病院」として医師による子宮下部帝王切開
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サービスを実施していることが、広く一般に知れわたったためであると考えられる 9。病院統計

の動向は、図３－１、３－２および３－３に示す。 

 

 

 

                             
9 本プロジェクトは、パートグラフ(partograph)を導入し、その記録分析についてスタッフを研修している。 
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研修や日本人専門家による日々の指導を通じた各科の臨床スタッフ（産科、麻酔科、助産科）

の技能向上、MCHTI 用の臨床基準の確立、定期的な会合における臨床指標を用いたパフォーマ

ンスのモニタリング、看護・助産ケア基準を用いてさらに改善された看護管理、ラボ検査、X

線検査および病理学検査サービスの手順標準化と維持管理のために作成されたマニュアル、合

理的な病院運営に関する支援など、すべての活動が臨床サービス全般の能力向上に寄与したと

考えられる。これとは別に、医療器材や施設の維持管理が改善されたことや、ロジスティック

が改善されたことも、MCHTI における臨床サービスの質の改善に寄与したと考えられる。  

 

本プロジェクトは、非医療的な側面でのサービスの質を改善することにも少なからず貢献し、

他機関からの定評も得ている。プロジェクト専門家は、FWV が分娩その他のサービスにおいて

中心的な役割を果たすことに価値を見出し、日々の指導・監督を通じて、クライアントに優し

い環境作りという側面にも重点を置いた。また、プロジェクトは「アヤ」と呼ばれ妊産婦やク

ライアントに近い存在である清掃・助手要員の役割を重要視し、識字教育などを通じたエンパ

ワメントを試み、居心地の良い環境作りに努めた。「女性に優しい病院」の認証を受けるための

活動や、人間関係性トレーニングも、良い病院環境づくりに貢献した。MCHTI は「女性に優し

い病院」作りのために、質の高いケア、EOC を含む母子保健パッケージ、胎児ケア、周産期ケ

アの基準を設け、母乳養育を徹底する方策、女性に対する暴力を未然に防ぐ戦略、保健医療サ

ービスの提供や予算の公正な分配などに配慮する必要があった。  

 

多くの実績を成し遂げたものの、幾つかの課題も残っている。MCHTI スタッフは病院情報（デ

ータ）の定期的な収集はできるようになったものの、そのデータの分析をすることおよびその

結果を企画に応用する段階に至っていない。また、助産に関する指導の技術はまだ弱く、更な

る強化が有用であると考えられている。病院管理全般についても、特に施設および医療器材の

管理について、更なる改善が必須となっている。 
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（２）アウトプット２：MCHTI での研修機能が向上する。 

本プロジェクト実施期間中に、MCHTI における研修は数的にも内容的にも改善された。プロ

ジェクト実施前に行われていた研修は現在よりずっと少なく散発的で、内容も２～３日の視察

的なものが多かった。MCHTI の研修指導員は、現在一人前の研修指導員として業務を行ってい

るが、着任当時は研修指導員としての実務経験はほとんどなかった。現在、MCHTI は全国でリ

プロダクティブヘルス分野の人材育成に携わる主要５機関のうちの一つとして認められてお 

り10、緊急対応の分娩を扱う能力を備えながらも正常分娩件数が多いという比較優位を持つ研修

機関として重要視されている。また、女性と子どもだけを施療対象とし、女性・子どもに優し

い環境を持つ病院として、また市中病院としてのアクセスの良さから、他の医療・研修機関と

は異なる特性を持っている。 

 

MCHTI では、現在までに 30 種類の研修コースを異なるリプロダクティブヘルスサービス提

供者（医師・看護師・FWV・検査技師等）に対して実施してきた。終了時評価の時点では、政

府および非政府団体から委託された研修を 3,647 名に対して実施したことになる（政府 1,770

名、NGO1,877 名）。また、プロジェクト開始から１年後の 2000 年８月の時点で、既に新しい

FWV 卒後研修モジュール（６か月モジュール）を適用した研修を実施することが可能であった。

以来、年に１回、継続して EOC と助産技術に関する FWV の卒後研修（６か月モジュール）を

受け入れており、現在それぞれ３期生、４期生が研修中である。１年に２回ずつの受入れも可

能であるが、政府予算は１年に１回分しか付いていないため、現時点での修了生数は限られて

いる。 

 

MCHTI における研修活動の質についても、以下の活動を通じて改善されたといえる。研修指

導室の設置や研修教材・資機材の提供、研修活動の管理能力向上支援、定期的な会議・委員会

の実施、TOT 研修・本邦研修・現地国内研修による研修指導員の能力向上、助産技術研修向け

の学習要領・指導要領開発がなされた。また、リプロダクティブヘルスカリキュラムのすべて

について研修手法を統一化したことや、行動変容のためのコミュニケーションに関する TOT 研

修を実施したこと、研修生からのフィードバックの仕組みを設置したことも有用であった。さ

らに、人間関係性トレーニングの導入は、研修生と研修指導員が交流・意思疎通をするうえで

役立ち、組織開発の面で大変有益であったと評価された。このように研修指導室が強化された

ことで、プロジェクトが終了した後も研修活動を維持・継続することはそれほど難しくないと

考えられる。 

懸念事項があるとすれば、増加した研修生の受入れで臨床各科の負担が増加しており、また、

各科の責任者には研修生受入れの人数に関する決定権がないことである。  

 

（３）アウトプット３：地域に戻った研修修了者が業務のなかで研修成果を発揮できる。 
本プロジェクトは、ナルシンディ県のショドル郡にある 11 地区において、FWV をはじめと

するリプロダクティブヘルスサービス提供者に対して、業務の中で研修成果が最大限に発揮で

きるように実地研修を含む支援を行った。研修を行うにあたり、まず現状把握のためにリプロ

ダクティブヘルスサービス提供者が実際行っている業務についての調査が実施され、研修で扱

                             
10 5 つの主要な研修機関には、MCHTI、NIPORT、ICMH、TTU および TTT が含まれる。 
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った内容と実際に現場で必要とされている技能・知識の間に一部ギャップが存在していること

がわかった。そこで、プロジェクトは妊婦情報の記録用紙やリファレル用紙などの供給物資や

血圧計などの医療機器を提供し、FWV と FWA の間の連携が改善するように、巡回指導活動を

強化した。その中で重点を置いたのは、特に弱かった産褥ケアの徹底で、日本人専門家は巡回

指導員や指導監督責任者とともに、FWV と FWA の双方に働きかけることで出産後に異常を生

じた患者の発見と適切なリファレルを推進するよう促した。また、巡回指導員や指導監督責任

者に対し、月例会議の効率的な実施や、郡・地域レベルで医薬品や医療資材の供給管理に関し

て技術指導を行った。 

 

上記の介入による成果は、プロジェクトが介入したパイロット地域とそれ以外の地域におけ

るリプロダクティブヘルスサービス統計値の比較対照と、リプロダクティブヘルスサービス提

供者を対象に実施された定性的な比較調査によって裏付けられている（2002 年、2003 年におけ

る実施前・後の比較と介入・非介入地域の比較）。介入地域における妊婦検診（ANC）サービスの

件数、分娩ケア件数、リファレル件数は、それぞれ 214％、79％、840％と増加していたが、非

介入地域ではこのような顕著な増加は見られなかった。一方、介入地域および非介入地域で実

施した FWV および FWA を対象としたフォーカスグループや Sr.FWV および UFPO へのインタ

ビュー結果から、FWV が安全な出産を確保するために適切な行動を取れた理由は上記のような

プロジェクト関連の支援に拠るものであることが確認された。また、血圧計や妊婦台帳などの

配布で記録に対する意識が助長されたこと、非介入地域と違いサテライトクリニックやユニオ

ン家族福祉センター（UFWC）においてリプロダクティブヘルスサービスを提供する際に、FWA

とより良い連携をすることが可能となったこともわかった。FWV のフォーカスグループに対す

る調査では、巡回指導などの形で活動現場において必要な技術・物資の支援を受けることは、

サービス提供の件数とその内容（質）を改善させるために、大変有効なやり方であることが指

摘された。 

 

上述の定性的調査の結果から、FWV や FWA による活動が活性化したことにも起因して、ク

ライアントのリプロダクティブヘルスサービスに対する期待が高まり、さらにその期待に応え

るためには、プロジェクトによって FWV に与えられた支援だけでは不十分であることもわか

った。例えば、FWV の勤務先で必要とされる医薬品や医療資材が常時充足されることは、研修

成果が実際のサービス提供の必要最低限の条件となっている。しかしながら、現状把握のため

の調査では、この問題について指摘がありながら具体的な解決法や対策が十分には提言されて

いなかった。 

 

リプロダクティブヘルスサービス提供者によると、課題は上記に述べただけではなく、職務

環境の包括的な改善についてもあげられている。水道水、電気、基礎的な医療機器、検査薬や、

夜間業務やアウトリーチを実施する際での安全対策や宿舎の改善などである。 

 

（４）アウトプット４： 人材養成を通じたリプロダクティブ・ヘルス(RH)向上への取り組みから
の教訓を技術的提言として研修実施者へフィードバックする機構ができる。 

本プロジェクトは、人材養成を通じたリプロダクティブヘルス向上への取り組みからの教訓

を技術的提言として研修実施関係者へフィードバックするフォーラムを設立した。年１回のワ
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ークショップを含む様々なフィードバックの取り組みがなされ、研修実施関係者間のより良い

連携が促進され、得られた経験が適宜関係者にフィードバックされた。なかでも特記に値する

のは、JCC 協議の定期的な開催を通じ、PIC では扱えない政策レベルの調整が可能となったこ

と、PIC 会議が定期的に開催され（通算 25 回）、研修実施関係者間の相互交流が維持されただ

けでなく、国家レベルの卒後研修プログラム内に占める MCHTI の地位・役割をより確固たる

ものにしたことなどがあげられる。しかしながら、PIC も JCC もプロジェクトの管理運営に終

始しがちで、技術的な側面を協議するフォーラムとはなり得なかった。また、JCC はその成員

が頻繁に変わったことから当初と比較して統率力を失い、その内容の継続性や有効性を保つの

は困難であった。 

一方、プロジェクトの支援により、人材育成関連のワークショップやセミナーが年１回のペ

ースで実施され、総数で 546 名の参加があった。ワークショップやセミナーのテーマは、プロ

ジェクトの経験から学んだ教訓を共有する趣旨のものであった。また、プロジェクトはリプロ

ダクティブヘルス分野の人材育成というテーマのもと、研修教材の開発、教材や研修員の交換

などの活動を通じて、JICA、ICMH、NIPORT、TTU 間で連携関係を強化してきた。さらにプロ

ジェクトの活動内容が広く関係者に広報されるよう、“BRIDGE”という名のニュースレターを

四半期ごとに発行（2004 年３月現在 14版）した。 

 

研修活動のモニタリングと研修生および研修員のパフォーマンス評価をより効率的に実施す

るためのメカニズムとして、本プロジェクトは研修管理情報システム（T-MIS）の活躍に期待し

た。しかし、MCHTI の研修指導室で使用するための T-MIS を開発するにあたり、専門家によ

る技術支援内容は必ずしも十分であるとはいえなかった。研修データはエクセルのフォーマッ

トに入力・保存されることとなり、例えば研修生と研修員のパフォーマンスなど複数の表を関

係付ける分析ができない状況となっている。使い勝手の良いリレーショナル・データベースを

導入することで、状況は改善されると考えられる。T-MIS のソフトは、TTU においても開発・

維持されており、現状のままで有効利用が可能である。ワークショップやセミナー報告書は質

の高いものであるが、まだ改善の余地がある。 

 

NIPORT の研修室・宿泊施設整備の目的は、NIPORT とのより良い関係作りを通じて人材育成

プロジェクトへの協力を確保するためであった。しかし、NIPORT における需要が高かったこ

ともあり、MCHTI の研修生が NIPORT の宿泊施設を利用することが十分にはできない状況があ

った。他方で、NIPORT やその地方組織、ICMH および TTU に対する研修用機材・情報管理機

器の提供（総額約 597,867 米ドル）は、先方より高く評価されており、連携協力関係を強化す

る効果があったと見られる。それら機材の使用頻度や使用程度については、保健家族福祉省の

予算が確保されていないという理由で、現状においては完全な状態ではなくより一層の改善が

求められる状況である(年に１～２回の使用頻度または不使用の機材が 28％)。 
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３－２－４ プロジェクト目標の実績 

プロジェクト目標：ニーズに応じた研修を通して、母子保健サービス提供者が果たすべき役割

を正しく認識し実践できる能力を身につける。 
 

本プロジェクトの目標を図る指標は、「（プロジェクトによって推薦された）サービスを提供する

能力を備えたリプロダクティブヘルスサービス提供者の数」となっており、そのためには、①「一

定の技能レベルを備えたリプロダクティブヘルスサービス提供者の総数および全体に占める割合」、

および②「リプロダクティブヘルスサービス提供者によって適用されている知識・技能の程度」な

どのデータが必要となる。  

 

総体的に、本プロジェクトは、プロジェクト目標を概ね達成したと考えられる。 

 

初期段階では、プロジェクトはリプロダクティブヘルスサービス提供者の技能レベルを定義する

立場にはなかったが、次第に FWV が直面している現状・ニーズと研修でカバーされた内容の間に

あるギャップを明確にしていった。例えば、ナルシンディ県においてサービス提供者の実際の行動

がサービスの手引き・手順と一致していないことが観察され、研修と巡回指導を通じてこの状況に

対処することが提言として活かされた。地域的には限られているが、このような形でリプロダクテ

ィブヘルスサービス提供者の技能レベルを継続的に改善していく努力が今後実を結んでいくと期待

されている。 

 

MCHTI では 30 種類の研修コースを、異なるリプロダクティブヘルスサービス提供者（医師・看

護師・FWV・検査技師等）に対して実施している。終了時評価の時点では、MCHTI は政府および非

政府団体から委託された研修を 3,647 名に対して実施したことになる（政府 1,770 名、NGO1,877

名）。その中には、EOC と助産技術に関する新規の FWV 卒後研修モジュール（６か月モジュール）

が、それぞれ４回（約 10 名／回）、３回（約 20 名／回）も含まれている。これらの FWV 研修は、

保健医療セクタープログラムの一部であり、研修生数は限られているものの国家の達成目標に貢献

したといえる。 

 

前述したナルシンディ県における定性的調査によれば、介入地域において、FWV は研修で得た知

識・技術を業務に適用し、サービス提供の改善に寄与していたことがわかった。プロジェクトによ

る現場ベースの支援および巡回指導活動の結果、質・量共にリプロダクティブヘルスサービスが改

善されたといえる。この実績は、サービス統計データによって定量的にも裏づけされている。介入

実施前・後の比較と介入・非介入地域の比較から、介入地域における妊婦検診サービスの件数、分

娩ケア件数、リファレル件数は、それぞれ 214％、79％、840％増加していたが、非介入地域ではこ

のような顕著な増加は見られなかった。 

しかしながら、FWV と FWA を対象にしたフォーカスグループに対する調査では、研修を通じて

得られた知識と技術の適用度合いは、必ずしも十分ではないという結果もでている。これは、改善

されたサービス提供の結果、クライアントの期待が高まり、それに応え続けることがより困難にな

ったことによる。例えば、MCHWC や県病院への紹介をしても交通の便が悪いためにクライアント

が施設にたどりつけなかったり、健康教育活動によってクライアントが施設に来訪しても、身体検 
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査の資器材が不足していたり、通常のラボ検査用の試薬が不足していたりなど、継続した支援が確

保されないことから生じる阻害要因が更なる課題となっている。 

もう一つ、見落としてはならない問題として、一般の人々が施設分娩や研修を受けた FWV や医

師の付き添いではなく、今もなお自宅分娩や伝統的な産婆を好む志向性があることがあげられる。

このような志向性が根強く残っている理由として、後者に対して前者のサービスが割高であること

（機会コストやサービスチャージ 11を含む）、産婆に比べ研修された医療従事者には親近感が薄いこ

と、施設まで距離や分娩にかける時間などの点で前者のサービスが不便に映ること、悪霊を忌避す

るために自宅外での分娩を好まないこと、男性の医師や他人の付き添いではプライバシー（purdah）

が侵害されると感じられること、もしくは単に慣れている方法を好むこと12などがあるといわれる。 

 

これらを総括すると、リプロダクティブヘルスサービス提供者は、MCHTI において適切な知識と

技術を身につけ、さらに現場ベースの支援と組み合わせた地域では適切な内容のリプロダクティブ

ヘルスサービスを提供することができたといえる。しかしながら、プロジェクトの効果がその最終

的な便益者である妊産婦と子どもにどの程度正の波及効果を与え得るか否かは、サービス提供者が

コミュニティから受ける信頼の度合いや保健行政側から受ける経常的な支援内容とその度合い、そ

してクライアントの受診行動に大きな影響を受けるといえる。 

 

３－３ プロジェクトの実施プロセス 

３－３－１ 事業計画（PDM）の変更 

本プロジェクトは、４年目（2003 年６月 30 日）のプロジェクト運営指導調査団が訪バした際に、

プロジェクト計画（PDM：ログフレーム）を変更した。以下に示された変更内容は、計画の変更時

期は多少遅かったものの、バ国の保健医療政策の転換を考えれば適切であったといえる。ただし、

変更されたあとのアウトプット（成果）３の内容については、プロジェクト目標との関係をより吟

味して考慮される必要があったと思料される。 

 

 

                             
11 伝統的なお産婆さん（Dais）は、コストが低いこと（50～100 タカまたはサリー）で好まれる。FWVs は 500～1500 タカ、病院での分

娩を想定した総費用はそれよりもさらに高い（ACPR, September 2003）。 
12 バ国の農村地域では、ほとんどの分娩（78％）研修を受けていない助産員や親族・隣人らによって付き添われている。医学的な研

修を受けた助産師の付き添いは依然 12％前後と低い（BMMS, 2001）。また、人々は病院は帝王切開分娩のためだけにあるという間

違った理解を持っていることが多い（ACPR, September 2003）。 
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これらの変更は、大きく分けて２つの理由からなされた。まず、モニタリングおよび評価活動の

結果から、プロジェクト計画の有効性が問われたことである。すなわち、アウトプット４の下で実

施された数々のモニタリングおよび評価やフォローアップ訪問によって13、MCHTIにおいて研修を

受けたFWVが、実際には設備環境・交通手段・時間・資材の不足やクライアントの志向性が原因で

ほとんど施設分娩や自宅分娩の介助を実施していないことがわかった。したがって、FWVに対する

質の高い研修を実施するだけでは、最終的な受益者である妊産婦に対してきわめて限られた効果し

か得られないことになる。２つ目の理由には、バ国政府保健家族福祉省の政策転換に影響を受け、

プロジェクトのアプローチの妥当性が問われたことがある。これには、2001年の政権交代を機に保

健家族福祉省の保健局と家族計画局の統合化を進める政策が崩れ、以前の縦系列的な組織に戻って

いくうえで、「モニタリングおよび評価システムをTTUの卒後研修課の強化を通じて確立する」と

いうプロジェクトの採ったアプローチが不適切となった背景がある。TTUは保健局側の組織であっ

たため、その企画・実施・モニタリング・評価の機能が家族計画局側の卒後研修 活動をカバーしに

くくなったためである。 

このような理由を受けて、まず日本人専門家によってプロジェクトの計画の変更が提案され、

C/Pと共有された。そして、PICにおける合意の後に改定がなされた。  

アウトプット３の「地域に戻った研修修了者が業務のなかで研修成果を発揮できる。」という内

容は、研修と実際に提供されているサービスの間にギャップがあったことを受けて、そのギャップ

を埋めるための方策を模索するために加えられた。しかし、アウトプット（成果）３の下で活動が

展開されるに従って、アウトプット（成果）３とプロジェクト目標の関係が、明確ではなくなって

きた。 

                             
13 これらモニタリング・評価活動の中には「専門家業務完了報告書(小山内泰代専門家、2002 年３月)」「増山専門家および山下専門

家によるフォローアップ訪問(2002 年 10 月)」「助産技術研修事後フォローアップ報告書(MCHTI，2002 年 11 月)」「助産技術研修事

後フォローアップについて(MCHTI，2002 年 12 月)」などがある。 

After changing Output 3 and 4. 

PDM 改訂前（PDM１）のアウトプット（成果）: 
 
アウトプット 1： MCHTI の臨床機能が向上する。 

アウトプット 2： MCHTI での研修機能が向上する。 

アウトプット 3： Strengthen collaboration network of training for reproductive health between MCHTI

and related Training Institutes.  

アウトプット 4： Establish monitoring and evaluation systems for the training activities at MCHTI 

through capacity building of Technical Training Unit (TTU) of In-Service Training 

(IST).

PDM 改訂後（PDM2）のアウトプット（成果）: 

 
アウトプット 1： MCHTI の臨床機能が向上する。 

アウトプット 2： MCHTI での研修機能が向上する。 

アウトプット 3： 地域に戻った研修修了者が業務のなかで研修成果を発揮できる。 

アウトプット 4： 人材養成を通じたリプロダクティブ・ヘルス（RH）向上への取り組みからの教訓を技術 

的提言として研修実施者へフィードバックする機構ができる。 
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ログフレームの論理では、アウトプット３は「地域に戻った研修修了者が業務のなかで研修成果

を発揮できる」ようプロジェクトによる介入を実施し、その経験から「特に研修活動に関する技術

的提言および教訓を得る」ことが目的であるため、アウトプット４の手段としての位置づけになっ

ている。アウトプット３で得られた経験から技術的提言を得て、プロジェクト目標で目指す「ニー

ズに応じた研修」を定義するための手段とするという設定である。さらに、プロジェクト目標は「ニ

ーズに応じた研修」を通してサービス提供者の技能の改善がなされることであり、その結果として

提供されるサービス自体の改善（上位目標）があるという論理構成になっている。しかし、プロジ

ェクトの専門家は、「ニーズに応じた研修」の定義という目的だけではなく、実際に提供されるサ

ービス自体の改善をも目的としてアウトプット３の活動を計画・実施していた。したがって、アウ

トプット３がどちらの目的の手段として優先されるべきかが、多少不明確な状況となっていた。し

たがって、プロジェクトは本来の主旨であった全国および地域レベル双方における現場からの経験

をフィードバックするメカニズムの強化により配慮した活動計画を立てる必要性があったといえる。 

一方、アウトプット３が加えられたことで、単なる人材育成機能の強化にとどまらずより効果的

なサービス提供を目指す指向性を持つようになり、プロジェクトのスコープが事実上広がった、ま

たはプロジェクトの戦略の変更があったとみることもできる。この重点の移行自体は、最終便益者

のニーズを満たすことを考えれば妥当であったと考えられる。 
 

３－３－２ 実施プロセスの妥当性 

プロジェクトの管理運営形態は、適切であったといえる。JCCおよびPICは定期的に開催され、出

席率も十分なものであった。JCCはプロジェクトに関係する問題を取り上げ、その解決法を示すだ

けなく、プロジェクトの意思決定機関として機能した。一方、PICはプロジェクト活動を活動実施計

画書に照らして継続的にモニタリングする役割を負った。C/Pと日本人専門家の間の意思疎通は概

して良かったが、C/Pの中から意思決定のプロセスに関してより透明性を求める声も聞かれた。 

 

プロジェクトの進捗を妨げた要因として、保健家族福祉省内におけるスタッフの頻繁な異動があ

げられる。これにより、JCCやPICの成員が途中で交代し、ある程度プロジェクト実施が遅延された。

同様に、幾人かの能力のあるスタッフがより良い機会を求めてMCHTIを離職したことで、プロジェ

クト活動実施が滞ったこともある。また、行政手続きの経常的な延滞(申請書類・複雑な書式・レタ

ー発行のプロトコルなど)や家族計画局と保健局間をめぐる統合・分離問題などが予定どおりの活動

実施を妨げたこともあった。プロジェクトの効率的な実施を最も阻害した要因としては、MCHTIへ

の新規雇用スタッフの配置が５年目の現在にも達成されていないことや、プロジェクトによって重

点的な研修を受けたスタッフが他機関へ異動したことであった。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 評価５項目の評価結果 

４－１－１ 妥当性（Relevance） 

プロジェクトの当初計画は、政府や開発パートナーの政策の流れを十分汲んでいたという意味で

は、妥当性は高かったといえる。また、リプロダクティブヘルス分野における人材育成というテー

マは、我が国の対バ国協力における重点分野の一つである。プロジェクトは、実施期間中に相手国

の政策転換の影響を受けたため、その影響を最小限にとどめるために計画内容を変更した。プロジ

ェクトが展開されるに従って、人材育成に貢献する有能な研修機関の確立は必要ではありながら、

母子の健康状態を実質的に改善するためには、人材育成分野の介入だけでは包括的な戦略といえな

いことが明確となってきたため、計画の変更を行ったことは妥当であったと考えられる。 

 

本プロジェクトは、1998年に開始されたセクターワイドアプローチの計画プロセスの流れのなか

で形成されたといってもよい。この計画プロセスの前後には、プログラムの計画に反映させるべく

政府や様々な開発パートナーによって数々の現状把握調査やニーズ査定調査が実施された。JICAも

その他の開発パートナーとともに、保健人口セクター５ヵ年プログラム（HPSP：1998～2003年）の

戦略およびPIP策定に参画した。本プロジェクトの焦点は、郡および地区レベルの施設に配置された

FWVを対象とした包括的な卒後研修であったが、これはこの計画プロセスで取り上げられ、リプロ

ダクティブヘルス分野の優先的課題として位置づけられたものである。しかしながら、パ国におい

ては、社会経済的に不利な母子にとって保健サービスへのアクセスが極端に限られているだけでな

く14、伝統的なお産婆さんを好む志向性などが根強く残る現状もある。そのようななかで、母親が、

出産に伴う危険についての情報を得て、施設でのサービスが改善されさえすれば施設に足を運ぶで

あろうという仮説は、計画者側の過大評価であったと考えられる。さらに、保健局および家族計画

局の系列の統合がその特徴であったHPSPの失敗は、家族計画局側の予算執行を困難なものにし、

FWVが配置された施設への資源分配を滞らせたため、施設ベースやアウトリーチサービス両方の提

供が滞る結果となった。 

 

一方、プロジェクトの計画内容は、我が国の対バ国支援の重点５分野に沿っている。重点５分野

とは、①農業・農村開発、②砒素対策（環境衛生）、③リプロダクティブヘルス（RH）、④電力供給、

⑤基礎教育（理数科教育）である。さらに、本分野は、JICAが横断的に重視している人材育成を協

力の柱としている。 

 

計画作りの当時の状況を考えれば、C/P機関の選択は妥当であった。本プロジェクトは、複数の

C/P機関を持つという点で特徴的である。プロジェクト活動のほとんどはMCHTI内で実施され、

MCHTIは主要なC/P機関であったが、保健局と家族計画局双方の卒後研修を統括する立場にある

TTU、家族計画関連の研修を実施するNIPORT、母子保健関連の臨床・サービス研修を実施するICMH

（保健局側の機関）もC/P機関として選択された。統合政策を反映し、プロジェクトは当初、卒後

研修課（LD-IST，DGHS）に複数機関の取りまとめ役を期待していた。しかしながら、2001年の政策転

                                                   
14 I-PRSP によれば、所得別５階層の最低層に属する世帯の 69％が妊婦検診サービスへのアクセスに欠き、最高層に属する世帯の 22％

と比較した際の格差が顕著に露呈されている[para2.20]。 
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換とその後に起こった家族計画局と保健局系列の再分割を受けて（LD-ISTが家族計画側の統括機能

を失ってきた）、プロジェクトの専門家が実質的に取りまとめ役となり、複数機関の調整を行う状

況に陥った。そのため、関係機関を調整し、家族計画局側の卒後研修の企画・実施・モニタリング・

評価の役割を担う機関が欠如することとなり、プロジェクトによって得られた功績を引き継ぐバ国

側の仕組みがない事態が生じた。 

 

４－１－２ 有効性（Effectiveness） 

プロジェクトは、成功を収めたといえるが、プロジェクトのスコープ外の阻害要因によってその

達成の度合いは幾分限定されていたといえる。  

 

プロジェクトは、最終的には運営指導調査時に設定された目標、「ニーズに応じた研修を通して、

母子保健サービス提供者が果たすべき役割を正しく認識し実践できる能力を身につける。」の達成

に向けて実施されているといえる。ただし、この目標の達成は、2004年の終わりまでに完全にする

こと達成は難しいと思料される。 

 

MCHTIは、政府およびNGOの要請に応じて、終了時評価時点で医師・FWV・看護師・検査技師な

どを含む合計3,647名にのぼる研修員を受け入れた。また、プロジェクト開始から１年後の2000年８

月の時点で、既に新規のFWV卒後研修モジュール（６か月モジュール）を受け入れることが可能で

あった。それ以来、年に１回EOCと助産技術に関するFWVの卒後研修（６か月モジュール）を受け

入れており、現在それぞれ３期生、４期生が研修中である。より多くの予算が下りれば、１年に２

回ずつ受入れが可能であるが、政府予算は１年に１回分しか付いていないため、修了生数は限られ

ている。 

 

MCHTIの成長を促進した要因として、まず卒後研修の需要が高かったために有能な研修機関の設

立が望まれていたというプロジェクト初期の政策環境がある。プロジェクト専門家の誠実で献身的

な努力、能力構築のための様々な活動やサービス・研修活動の質を上げるための手段（人間関係性

トレーニング、行動変容のためのコミュニケーション研修、「女性に優しい病院」運動など）もMCHTI

の研修機関としての能力を飛躍的に高めた要因とされている。また、プロジェクト専門家やC/Pは、

MCHTIスタッフの間で診療科内外の定期会議を実施し、問題やその解決法が話し合われたことも、

大きな貢献要因であるとしている。 

 

MCHTI内における臨床・研修機能には顕著な改善が得られたが、実際にMCHTIで研修を受けた

FWVが、現場でその知識や技術を適用する度合いは限られていた。プロジェクト活動の一環として

実施された研修評価の中で、60％の研修生についてはクライアント数の増加は見られず、その他40％

の研修生については分娩介助数と妊婦検診・産褥ケアサービスの件数は研修以前と比較して増加し

ていた。サービス提供件数が増加したグループに共通していたのは、彼女らが研修を受ける以前か

ら同様のサービス提供をしていたことか、または自分の出身地に勤務していることであった。研修

で得た知識や技能の保持率については、（特に得た知識や技能を使っていない場合）研修実施から

１年後には下がっていた。その他のフォローアップ調査の結果から、MCHTIの研修生が必ずしも施

設分娩サービスを実施しているとは限らないこともわかった。他方で、研修生と同じ職場で働くス
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タッフからの聞き取り調査では、研修受講後の被研修生はサービスに対する態度が変化し、特に健

康教育活動をよく実施するようになったとの結果もでている。  

 

目標達成の度合いを阻害した要因として、①FWVが施設分娩を実施する際に必要な物理的な環境

が存在していなかったこと、②リプロダクティブヘルスサービスのクライアントの高い期待に応え

るための保健システムからの支援が不適切または不定期であったこと、③FWVが自宅分娩を実施す

るに際し、手当や交通手段など良き動機となるものが欠如していたこと、④クライアント（妊婦・

妊婦の夫・夫の母親など）が種々の理由から自宅分娩や伝統的なお産婆さん（dais）の介助を好んで

いることの４点が考えられる。 

 

各アウトプット（成果）は、それぞれある程度のレベルを達成できたといえるが、達成度合いの

高かったアウトプット１と２に比べ、アウトプット３と４の達成度は限られていた。それぞれのア

ウトプットの達成度合いは、プロジェクト目標への貢献度合いの違いに反映されている。MCHTIの

臨床および研修能力の改善においては目覚しい実績が得られ、それは、プロジェクト目標の「質の

高い研修がリプロダクティブヘルスサービス提供者に実施される」部分に直接関係し、また貢献し

たといえる。アウトプット１と２は他のアウトプットと比較して投入量も大きかったが、貢献度も

高かった。しかし、アウトプット４の下で実施されたワークショップ・セミナーによって、リプロ

ダクティブヘルス分野の研修活動に関する教訓は共有されたものの、その教訓自体が他機関の研修

活動の企画・計画に反映された度合いは限られていた。 

 

上述のようなプロジェクトの波及効果に関する限界やその阻害要因の特定をうけて、プロジェク

トは計画内容を変更し、ナルシンディ県のショドル郡において、現場でのサービス従事者の支援や

その経験からフィードバックを受けるための仕組みを模索することとなった。現在に至るまで、プ

ロジェクトはパイロット地区（11地区）において郡以下のサービス提供の仕組みを活性化する試み

からポジティブな感触を得ており、小規模な物的支援と徹底した支援的巡回指導の組み合わせは、

今後さらに有効な支援方法を創案するうえで有意義な提言として捉えられている。  

 

４－１－３ 効率性（Efficiency） 

本プロジェクトの投入コストは、得られたアウトプットに対して概ね妥当であったといえる。 

 

本プロジェクトは、能力の高い研修機関の設立を目指したアウトプット（成果）１と２に最も大

きな投入を配分している。この集中的な投入の結果、郡レベルの母子福祉センター（MCWC）にすぎ

なかったMCHTIが、国家レベルの組織と比較しても遜色なく、実践的で臨床面のレベルが高くかつ

クライアント中心主義で幅広い医療従事者の受入が可能という特性を持った研修施設として機能す

るようになった。こういった効果を生む基礎となった投入の中には、我が国の無償資金援助15によ

るMCHTIの建替えおよび機材供与も含まれていた。このように、投入額自体は大きかったとはいえ、

技術協力プロジェクトが開始されて以来１年足らずでFWVの長期卒後研修の受入れを開始した実

績などMCHTIの研修機関としての急速な成長を考慮すれば、投入額自体は理にかなっているといえ

る。 

                                                   
15 日本の無償資金援助総額のうち、医療機材供与の総額は 875,685 米ドルであった。 
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アウトプット３のへの投入は全体の割合で見れば小さいが、今後期待できそうな成果が上がって

いる。これは、その活動自体が、外部から新しい構造やシステムを導入するやり方とは一線を画し、

現存する資源と既存の構造を最大限に利用し、その効率性と有効性を改善する努力に基づいている

ことによる。しかしながら、プロジェクトによる介入はパイロット地域（ナルシンディ県ショドル

郡の11地区）に限られており16、他地域への波及は十分には想定されていなかった。 

 

アウトプット４へは、長期専門家の総人月の20％、短期専門家の27％、C/P研修27％、供与機材

全額の54％と顕著な投資がなされたが、その成果は限られていたため生産性は比較的低かったとい

える。これは、家族計画局と保健局の統合が失敗したことに起因して、全国レベルの研修活動を調

整する機能がうまく動かなかったためである。 

表４－１ アウトプットごとの投入（日本側）の割合（投入の種類別）* 

投入/アウトプット アウトプット 1 アウトプット 2 アウトプット 3 アウトプット 4 

長期専門家** 95MM 33% 95MM 33% 45MM 14% 57MM 20% 

短期専門家 30MM 77% 5MM 13% 2MM 5% 12MM 5% 

供与機材(US$) 212,900*** 23% 132,433 14% 90,497 10% 211,862 54% 

C/P 研修 6MM 27% 10MM 40% 2MM 6% 6MM 27% 

*   現地業務費はそれぞれのアウトプットごとに振り分けることが不可能であった。 

**  MCHTIに配置された長期専門家の人月はアウトプット１および２に、チーフアドバイザーと調整員の人月はアウトプット 

１～４のすべてに同量を振り分けた。  

***この数値は、無償資金協力で供与された医療機材総額（875,685 米ドル）を含まない。 

 

プロジェクトの投入の中には、想定されたアウトプットに転換されなかったものも含まれた。例

えば、C／Pの配置と専門家の派遣時期が合わず、効率的に技術支援を提供できなかったケースがあ

った。これは、専門家の訪バの時期について、C／P側との協議が十分なされなかったことによるも

のという見方もある。また、日本でのC／P研修を受けた18名（計27人月）のうち、７名（計７人月）

は、別の機関や配置に異動となり、直接的な投資効果につながらなかった。同様に、関係研修機関

やTTUに供与された機材の中には、十分に使用されていないものもある。これらの問題は、政権交

代による政策の転換に起因するといえる。すなわち、家族計画局側の系列組織が退廃した結果、研

修活動が実施されず、研修用機材が使用されなかったこと、また、LD-ISTおよびTTUの地位が不明

確になり、中央で卒後研修全体を取りまとめる機能が損なわれたことが原因である。 

 

プロジェクトによるリプロダクティブヘルスサービス提供者（研修生）への投資が、実際にサー

ビス提供の量と質の改善に貢献した度合いは、どちらかと言えば限られていた。MCHTIにおいて６

か月の研修を終えたFWVのフォローアップ評価を実施したところ、必ずしもクライアント（妊婦検

診、分娩介助、産褥ケアなどのサービス受益者）の数が増加したわけでもなく、低い水準のままで

あった。これは、少なくとも現時点では、研修活動に費やした投入が実際に母親や子どもへの便益

に転換された度合いが限定されていたことを示している。ただし、このように効率性を阻害した要

因については、プロジェクト内に組み込まれていたモニタリング機能によって明らかになり今後の

                                                   
16 当該地域の人口は 341,569 人（2002 年統計）で、家族計画の対象となる夫婦は 68,314 組、年間分娩数は 3,700～3,800 件（2002～

03 年推定値）となっている。 
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改善につなげていく道筋ができたのは、特記に値する。その詳細は前項「４－１－２ 有効性」で

述べたものと同様である。 

 

４－１－４ インパクト（Impact） 

本プロジェクトは、その活動を通じて母親と新生児の健康状態に正の効果がもたらされることを

目指しているが、最終受益者に及ぼす波及効果は今のところ限定されているであろうと推察される。  

 

リプロダクティブヘルスサービス提供者を研修する有能な研修機関が設立されたことは、実践的

な技能と知識を備えたサービス提供者が今後も創出され続けるという大きな可能性を意味する。そ

ういった意味で、本プロジェクトは母親と新生児の健康状態が改善することに貢献しうると期待さ

れるが、前述の限定要因から短期的にはその度合いは限られているといえる。その中で、ナルシン

ディ県ショドル郡での経験から得られた支援的巡回指導へのてこ入れによるリプロダクティブヘル

スサービスの量的拡大は、今後プロジェクトの実績をどのようにより大きな波及効果へとつなげて

いくかを考えるうえで重要である。  

また、上位目標以外にもいくつかの正の効果が観察されている。その一つは、MCHTIが有能な研

修機関として周知されてきたことであり、NGOから多種多様な研修について継続して要請を受けて

いるほど人気が高い。また、プロジェクトの専門家が強調してきたアプローチである「人間的なお

産」の考え方は、患者中心主義の安全なお産を実施するために最も重要であるという主張が、開発

パートナーの間でも受け入れられてきた。研修機関が、常時現場の最終的な受益者のニーズに合致

しているかどうかを問い続ける必要性についても、開発パートナーや政府関連機関に広く示され、

認められてきたといえる。さらに、MCHTIで実施していた「父親クラス」（母親に付き添って来訪

した父親に母子保健や栄養についてオリエンテーションを行うクラス）が、「男性の参加」のグッ

ドプラクティスの一つとして、ICMHなど他の研修・臨床サービス提供機関で導入されたことも特記

の価値がある。 

 

これといって大きな負の効果は観察されていないが、負の影響を及ぼしうる要因がいくつかわか

っている。それは、①MCHTIにおける研修受入れが活発化するにつれ医師・看護・助産師の業務が

増加し、医師・看護・助産師の負担となっていること、②FWV研修員が６か月もの間職場を空ける

ことで生じうる保健情報収集の非継続性や他のコミュニティレベルのスタッフ（FWA）への負担増

加などである。 

 

４－１－５ 自立発展性（Sustainability） 

MCHTIは、技術・技量的には臨床サービスと研修活動を十分な質を保持しながら継続する能力を

身につけたといえるが、運営管理面と資金面の自立性が懸念事項として残っている。リプロダクテ

ィブヘルス分野の人材育成活動をモニタリングおよび評価する役割を担ってきたPICのメンバーは、

必要が生じれば自発的に協議を持つと考えられ、リプロダクティブヘルス分野の研修担当機関の間

に醸成された連携・協力関係はある程度成果を上げたといえる。  

 

MCHTIは、主要研修機関の一つとして自他共に認められており、組織的にも技術的にも自立的に

活動を継続していく能力を備えるに至っている。スタッフ不足などの問題はあるが、研修指導室が
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設立され、MCHTI内での研修活動の企画・運営管理が独自にできるようになった。聞き取りを行っ

たMCHTIスタッフのほとんど全員が自己の技術レベルを確信しており、そのレベルが客観的に見て

も十分であることが日本人専門家によって確認された。しかしながら、病院管理運営委員会の定期

的な会合を通じた民主的・効率的な病院管理・運営法に関して、協力期間の終了後にも存続される

かどうかが懸念事項となっている。また、病院施設および医療機材の維持管理を担当する能力の高

い人材を確保することは、特に重要な検討事項となっている。なぜなら、現在プロジェクトの費用

で雇用されている維持管理担当者が居なくなれば、プロジェクトの介入により改善されたMCHTIの

臨床機能やまた研修機能の存続自体が危ぶまれるからである。財政的な側面を見ると、MCHTIへの

予算配分は、過去５年間を通じて増加しており、今年度は昨年度比22％増の939,271米ドル

（55,417,000タカ）が保健家族計画福祉省によって認められた。この増額は、JICA支援が2004年半

ばで終了することを考慮したものである。しかしながら、この額は、財務省によって追認される必

要がある。 

 

ナルシンディ県ショドル郡の11地区で実施されたプロジェクトの介入によって得られた成果につ

いては、自立発展的に存続していく可能性は高いと考えられる。それは、既存の仕組みや人的資源

を活性化するアプローチを採っており、外部からの物資・資金の投入は限られ、投入のほとんどが

技術的なものであることによる。 

 

研修活動に現場の声を反映させるためのフィードバック機能に関しては、ある程度、関係機関の

間での連携・協力関係が構築されたものの、これらの連携・調整活動のリーダーシップはプロジェ

クトの専門家がとってきた経緯がある。したがって、今後、バ国側のどの機関がこういった関係機

関の連携・調整活動のリーダーシップをとっていくべきか、現時点では見えない状況にあり、この

機能に関する自立発展性は必ずしも高いとはいえない。このような状況を招いた背景には、統合政

策の失敗により、チーフアドバイザーのC/Pである卒後研修課の課長の役割が不明確になってしま

ったことがある。 

 

４－１－６ 阻害・貢献要因の総合的検証 

（１）計画内容に関するもの 

プロジェクトの戦略・計画は、数々のニーズ査定調査や現状把握調査の結果を踏まえて計画

されたセクターワイドプログラムの中で、リプロダクティブヘルス分野の優先的課題に相応す

るものであった。しかしながら、本プロジェクトでは、最終的な受益者を取り巻く社会経済的、

社会文化的な環境や、保健人口セクターの組織能力など、プロジェクトの外部条件となる要因

の影響力が大きく、目標達成度やインパクトの度合いがある程度限られるという結果となった。

これは、プロジェクトを開始する際に、プロジェクト目標を達成するにあたりリスクとなりう

る要素について、分析が必ずしも十分ではなかったことを示唆している。 
その反面、プロジェクト計画の一部に、プロジェクトのパフォーマンスをモニタリング・評

価するコンポーネントが統合されていたことは、上述の問題を発見し、プロジェクト計画内容

をより適切なものに改訂することに貢献した。 
自立発展性や効率性を高めた例として、ナルシンディ県ショドル郡の 11 地区で実施されたプ

ロジェクトの介入がある。既存の組織構造や仕組み、人的資源を最大限利用して一過的ではな
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い技術的な投入を続け、外部からの物資・資金の投入を限ることで、組織の力や機能を引き出

し活性化するアプローチをとっており、活動計画を立てるうえでこのようなアプローチを意識

することが有用であることを示した。 
逆に、研修活動に現場の声を反映させるためのフィードバック機能設置のケースでは、既存

の構造や仕組みが新規に導入され、LD-IST が担う卒後研修活動のモニタリング・評価機能は不

安定なものであり、その後、LD-ISTの役割が不明確となった。その時点で、プロジェクト専門

家がそのリーダーシップの役割を代替したが、それがのちの自立発展性に疑問を残す結果とな

った。したがって、計画や C/P の見直しを含めて、相手国側の構造や仕組みのなかに、技術移

転の対象となる機関を見出す対応が望まれることとなった。 
また、本プロジェクトにおいては無償資金協力で建設された施設を利用して技術協力プロジ

ェクトが行われ、全体としては高い相乗効果が見られたものの、計画段階における連携不足か

ら、一部有効性や自立発展性を限定する結果となった。すなわち、MCHTIに提供された医療機

材の中には、バ国の利用者が使いなれないものや、維持管理やスペアパーツの購入が困難なも

のも含まれており、技術協力プロジェクトやMCHTIに必要以上の負担がかかる結果となった。

また、研修生のための宿泊用宿舎が欠落していたり、分娩室と新生児室が離れているなど、施

設の設計が技術協力のコンセプトに沿わなかった例も一部に見られた。したがって、無償資金

協力と技術協力プロジェクトの計画内容の整合性をどのようにとるのかが、今後の課題として

残された。 
 

（２）実施のプロセスに関するもの 

プロジェクトの妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性を限定した要因には、上

述の戦略や計画自体に関するもののほかに、保健家族福祉省内における（得に上級管理職）ス

タッフの頻繁な異動や、プロジェクトによる集中的な研修を受けた有能なスタッフの離職・異

動、行政手続きの経常的な延滞、家族計画局と保健局間をめぐる統合・分離問題や、セクター

プログラムの失敗などがあった。そして、そのほとんどが保健人口政策の不安定性やその組織

の弱体性に起因していると考えることができる。本プロジェクトは、このような問題を保健家

族福祉省の各局や財務省経済関係局などの参加する JCC を通じて、政治的な側面からの解決を

試みてきたが、その有効性には限界があった。今後、より踏み込んだ対応が望まれる。 
 

４－２ 結 論 

結論として、本プロジェクトは、適切な能力を備えた研修機関を確立したことを通じて、リプロダ

クティブヘルス分野における人材育成分野に貢献したといえる。また、ナルシンディ県における経験

は、今後の協力を形作るうえでの標石を築いたといえる。ただし、現場の声や経験から学んだ教訓を

更なる人材育成の改善に繋げていくためのフィードバック機能を担当する組織がバ国側にないという

ことは、本プロジェクトによって得られた成果が自立発展的に継続していくことの困難さを示唆して

いる。したがって、本プロジェクトは、終了までの６か月間、この残された課題に対処すること、お

よび自立発展性に関するいくつかの問題を解決することに重点を置くことを提言する。本評価におけ

る評価設問に答えたさらに具体的な評価結果は、以下に示す。 
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（１）本プロジェクトで選択されたプロジェクトの目標・計画内容は、今後数年間を見据え、
バ国におけるリプロダクティブヘルス分野の開発課題に対して効果を上げる支援の方策
として適切か。 
プロジェクト目標および計画内容は、プロジェクトが計画された時点では適切であった。保

健人口セクターの政策の失敗および変更の影響を受けて計画の一部は妥当性を失ったが、プロ

ジェクトの計画内容が見直され、現場からのフィードバックを研修内容の継続した改善に繋げ

る仕組みをより現実的なものに変更したことで、リプロダクティブヘルス分野の人材育成とい

う課題のなかでは、妥当な戦略であるといえる。今後の協力の方向性としては、人材育成だけ

にとどまらず、いかにして提供されるサービスの改善が可能か、またそれが実際に利用され最

終受益者の健康状態の改善に寄与するためには何が必要かなど、より大きな視野を持って戦略

を練ることが肝要である。 
 
（２）プロジェクトによって、バ国の当該分野における人材育成の目標はどの程度まで達成された

か。達成された、また達成されなかった課題は何か。また、その成否の阻害・促進要因は何か。 
本プロジェクトは、MCHTIを多様な医療従事者を対象としたきわめて実践的かつ臨床面でも

サービス面でも質の高い研修を実施できる有能な研修機関の一つとして確立させたという点で、

リプロダクティブヘルス分野の人材育成に価値のある貢献をしたといえる。プロジェクトは、

これに加えてリプロダクティブヘルス分野の人材育成活動が一定の質と有効性を保ち続けるた

めに現場からのフィードバックを抽出し活動に反映させる仕組みを設置するはずであったが、

この目標の達成度は限られていた。このリプロダクティブヘルス分野の人材育成活動の「品質

管理」の仕組みを確立することや、政府機関が MCHTIをより有効に活用していくことなどが、

残された課題となっている。 
 

MCHTIの成長を促進した要因として、まず卒後研修の需要が高かったために有能な研修機関

の設立が望まれていたというプロジェクト初期の政策環境や、プロジェクト専門家の誠実で献

身的な努力があったことが指摘されている。その反面、保健家族福祉省の統合化から非統合へ

の政策転換は、プロジェクト計画の妥当性と効率性に影響を与えた。 
 
（３）プロジェクトの生産性、費用対便益、費用対効果を向上させた、または低下させた要因は何

であったか。 
プロジェクトの関係者の間で、密な情報交換や意思疎通の努力が行われたことは、プロジェ

クト運営の効率的な実施を促進したといえる。正式な定期的運営会議や人間関係性トレーニン

グを通じて醸成された日々の密な意思疎通や情報交換、セミナー・ワークショップ・ニュース

レター等を通じた活動経験の交換など、すべてがプロジェクトの実施を円滑に進めるのに貢献

したといえる。また、ナルシンディ県ショドル郡における活動から、新たな構造やシステムを

導入するのではなく、現存する資源を最大限に活用した既存の構造やシステムの活性化という

アプローチを採ったことも、プロジェクトの生産性を上げた要因であるといえる。  
効率性を低下させた要因としては、影響力には違いはあるものの、重点的に研修された C/P

の離職や、大きな政策の転換などがあげられる。 
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（４）予期しなかったプラス・マイナスの影響があるか。またそれをもたらした要因は何か。 

本プロジェクトは、その活動を通じて母親と新生児の健康状態に正の効果がもたらされるこ

とを目指していたが、最終受益者に及ぼす波及効果は現時点では限定されているであろうと推

察される。モニタリング・評価活動から MCHTIで研修を受けた FWVの半数以上は研修後のサ

ービス提供数が増加しておらず、また、リプロダクティブヘルスサービスを受けるために少数

のクライアントしか施設を訪問しないことがわかったためである。  
したがって、プロジェクトによって得られた成果がより大きな波及効果となってインパクト

を持つに至るには、保健医療システム全体が研修機関とそこで育成された有能な人材をいかに

して活かしうるかにかかっているといえる。  
さらに、上位目標以外にもいくつかの正の効果が観察されている。①MCHTIが有能な研修機

関として周知されてきたこと、②「人間的なお産」の考え方は患者中心主義の安全なお産を実

施するために最も重要であるという主張が開発パートナーの間でも受け入れられてきたこと、

③研修機関が、常時現場の最終的な受益者のニーズに合致しているかどうかを問い続ける必要

性について、開発パートナーや政府関連機関に広く示され認められてきたことなどがある。さ

らに、MCHTI で実施していた「父親クラス」が、「男性の参加」のグッドプラクティスの一つ

として、他の研修・臨床サービス提供機関で導入されたことも特記の価値がある。 
 

これといって大きな負の効果は観察されていないが、負の影響を及ぼしうる要因がいくつか

わかっている。それは、①MCHTIにおける研修受入れが活発化するにつれ医師・看護・助産師

の業務が増加し、負担となっていること、②FWV研修員が６か月もの間職場を空けることで生

じうる保健情報収集の非継続性や他のコミュニティレベルのスタッフ（FWAなど）への負担増

加などである。 
 
（５）バ国の該当機関が持続的にリプロダクティブヘルス改善対策を実施してゆく体制を整備して

ゆく上で、プロジェクトが実施して有効であった、またはなかったアプローチ・手法は何か。 

MCHTIは、技術・技量的には臨床サービスと研修活動を十分な質を保持しながら継続する能

力を身につけたといえるが、運営管理面と資金面の自立性が懸念事項として残っている。リプ

ロダクティブヘルス分野の人材育成活動をモニタリングおよび評価する役割を担ってきた PIC

のメンバーは、必要が生じれば自発的に協議を持つと考えられ、リプロダクティブヘルス分野

の研修担当機関の間に醸成された連携・協力関係はある程度成果を上げたといえる。  
自立発展性を阻害した要因として、MCHTIの病院機能を維持管理するための常勤スタッフが

確保されていないこと、有能な MCHTI スタッフが他の機関・組織へ異動してしまったこと、

MCHTIへのスタッフ配置が５年間実施されなかったことなどがあげられる。さらに、研修内容

を継続して改善させていくためのフィードバック・システムについての問題が残っている。そ

の目的のため、本プロジェクトは複数の C/P を巻き込んできたが、複数の組織全体をまとめる

役割を担う要となる組織が十分機能を果たさなかったことが、プロジェクトによって醸成され

た連携・協力関係の継続性と自立発展性に疑問を投げかけている。 
 

ナルシンディ県ショドル郡の 11 地区で実施されたプロジェクトの介入が、自立発展的に存続

していく可能性は高いと考えられる。それは、既存の仕組みや人的資源を活性化するアプロー
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チを採っており、外部からの物資・資金の投入は限られ、投入のほとんどが技術的なものであ

ることによる。しかしながら、これは、プロジェクトの活動が修了した際に検証される必要性

がある。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提 言（Recommendations） 

本評価調査の結果に基づいて、終了時評価調査団は該当機関に対し、以下の課題項目について本プ

ロジェクト終了時（2004 年８月）までに対応することを提言する。  

 

（１）主要研修機関（LTO）および政府内関連機関で構成される（研修事業の効果を継続してモニタリ

ング・評価する）仕組みが合同調整委員会において協議され、決定されること。 

 

（２）（サービス提供の）現場での支援が研修施設における研修との関連性の中で活かされる。 

 

（３）家族計画局長および保健家族福祉省長官は、MCHTI の雇用を完了すること。 

 

（４）保健家族福祉省は、MCHTI を主要研修機関として認証すること。 

 

（５）MCHTI 院長および家族計画局母子保健サービス部長（Director, MCH Services, DGFP）は、MCHTI

の研修生のための宿舎確保の問題解決に着手する。 

 

（６）NIPORT は、空室がある場合は、MCHTI の研修生のための宿舎を確保・提供する。  

 

（７）保健家族福祉省は、MCHTI を「女性に優しい病院」として認証する作業を速やかに実施する。 

 

（８）MCHTI は、定期的な運営会議を継続する。 

 

（９）MCHTI は、関連組織とともに研修生受入数増加に伴うサービスの質の低下について検証し、研

修の質確保のための提言を行う。 

 

５－２ 教訓（Lessons Learnt） 

本プロジェクトの実施経験を通じて、以下の教訓およびグッドプラクティスが抽出された。  

 

（１）プロジェクトは、被協力国の戦略や計画との整合性があるというだけでは、その妥当性は確保

できない。プロジェクト介入をそのターゲットグループおよび最終受益者のニーズに照らして吟

味し、かつサービス提供の現場から継続的にフィードバックを得ることが不可欠である。 

本プロジェクトが形成されたのは、進歩的なセクターワイドプログラム（HSPS）が実施に移され

る時期であった。セクターワイドプログラムが形成される際には数々の調査が実施され、その結

果、高い母体死亡を減少させるためには、FWV が技術を身につけた助産師としての役割を果たす

ことが想定されていた。したがって、4,500 人の FWV に対しさらに深い臨床の知識と実践的な助

産技術を身につけさせることが、リプロダクティブヘルス分野における優先的なアジェンダとな

った。本プロジェクトは、このような国家の優先項目に対応するべく策定された。  

しかしながら、プロジェクトのもとで実施された研修受講生のフォローアップ調査の結果、ほ
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とんどの FWV は、施設分娩や自宅での分娩介助を行っていなかったことがわかり、FWV の研修

計画自体がサービス提供者とクライアント双方の現状に即していないことが判明した。つまり、

政府や他の開発パートナーによって FWV の研修に投入された資源は、サービス提供の現場で何

ら効果を生んでいなかったことになる。本プロジェクトは、サービス提供の現場からフィードバ

ックを得る機能がプロジェクト内に組み込まれていたため、こういった問題を発見し、プロジェ

クト計画を改定することができ、結果的に更なる無駄な投入を防ぐことができた。  

 

（２）研修活動の実施から保健医療サービスの質の実質的な改善に至るまでに存在する溝を埋めるた

めには、サービス提供の現場にいる職員への支援的な巡回指導に加えて、継続的な励まし・動機

づけを与えていくという視点が有効である。この視点は、プロジェクト専門家が常に意識し、訴

え続けた視点であった。 

研修修了者のフォローアップ訪問や研修活動評価の結果、６か月間の研修を経て知識や技能が

習得されても、それが自動的に研修修了者の提供するサービスの改善に転換されないことが判明

した。本プロジェクトはこの教訓を活かして、研修活動終了後にその知識・技能を適用する段階

への介入をパイロット的に導入した。  

上記の介入は、何ら新しいシステムや活動を導入するものではなく、支援的な巡回指導活動を

強化することにより疲弊していた既存の仕組みを活性化させ、サービスの質を継続的に改善する

ための仕組みが機能するよう指導するものであった。プロジェクトからの支援としては、短期の

再教育研修を現場の指導員を巻き込んで実施したあと、コミュニティやサービス提供者の間の連

携・意思疎通が改善するよう月例会議のやり方を工夫すること、適切な記録を付けるよう奨励す

ること、定期的な巡回指導を徹底させサービス提供者に対して経常的に心理的なサポートや技術

的なアドバイスを与えること、巡回指導担当者やプログラム管理者により効率的な月例会議の実

施方法を伝授すること、医薬品・医療資材の供給改善を指導することなどが含まれた。これらの

支援によって、それぞれのサービス提供関係者が、果たすべき役割や具体的に必要な行動に関し

ての理解を深め、安全な分娩サービスを提供することの意義を認識し、それぞれが行うべき行動

に関する動機づけがなされたと考えられる。 

プロジェクトによる介入前・後の統計データを比較すると、妊婦検診の数や分娩ケアサービス

が提供された数、およびハイリスクケースのリファレル件数の増加が見られた。このような指標

データの改善は、非介入地域では見られなかった。 

 

（３）バ国の社会的・文化的実情から、実現が困難と思われていたクライアント（妊婦）中心主義な

ど「医療ケアの質」の向上を目指すにあたり、「女性に優しい病院」という明確かつ受け入れや

すいミッションを掲げたことで、C/P と目的の共有がなされ、その実現をめざした協働活動が促

進された。 

「医療ケアの質」というコンセプトは、特定の地域の文化的・社会的な影響を受けやすく、ま

たそれを定義することも達成することも難しい。そこで、プロジェクト専門家は、当時ユニセフ

が提唱していた「女性に優しい病院」を作る運動に着眼した。「女性に優しい病院」は明確で具体

的な達成事項がパッケージになっており、そのパッケージを導入したことで、クライアント中心

の質の高いリプロダクティブヘルスサービスというコンセプトを、MCHTI のスタッフと共有する

ことができた。この「女性に優しい病院」のパッケージは、MCHTI においてクライアントが親し
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みを持てるケアを実現するにあたり、日本人専門家とバングラデシュ人スタッフが共通の達成目

標を持ち、その達成に力を合わせる手段として大変効果的であった。  

 

（４）技術協力プロジェクトは、無償資金協力事業をフォローするだけの目的で実施されるべきでは

ない。技術協力と無償資金協力間の連携が想定されている際には、その初期段階から企画の過程

を統合するべきである。企画過程の統合が実施されない場合、連携がもたらしうる相乗効果が減

少することになる。 

リプロダクティブヘルス人材育成プロジェクトの趣旨は、アジンプール郡のマタニティセンタ

ーを全国のリプロダクティブヘルスサービス提供者の実地研修を受け入れられる研修施設へと昇

格することであった。しかし、無償資金協力によって建設された MCHTI の施設は、研修生用の

宿舎や十分な教室は含まれていなかった。また、建物の内部設計は、MCHTI において技術協力プ

ロジェクトで従事していた日本人専門家の期待に沿うものとはならなかった。例えば、技術協力

プロジェクトでは、「女性に優しい病院」というスローガンのもとに、病院サービスの質を向上さ

せる活動を展開していたが、そのためには新生児室と分娩室が隣同士である必要性があったが、

それは実現しなかった。  

さらに、無償資金協力の枠で提供された医療機材のなかには、修理やスペアパーツの入手が困

難なメーカーのものやバ国の医療従事者が使い慣れていないものが含まれていた。そのため、技

術協力プロジェクトや実施機関に資金的にも人材面でも多くの負担がかかり、 自立発展性にも疑

問が残る結果となった。 

 

（５）プロジェクトの初期段階から、双方（日本側とバ国側）によって自立発展性を実現するための

努力がされなければならない。 

プロジェクトでは、研修後の評価とフォローアップから得られた教訓を各研修機関で共有でき

るようなフィードバック機構を確立することが一つのコンポーネントとなっていた。しかし、

DGFP と DGHS の分離という政策変更のあと、プロジェクト専門家は、そのような機構を促進す

るはずであった LD-IST の役割を、事実上代行せざるを得ない状況となった。 

その結果として、ワークショップやセミナーなど、研修のフィードバックのための活動は、ほ

とんどが日本人専門家主導で調整され進められる結果となった。プロジェクト終了後、この役割

を担う組織がない状態で、どのようにこれらの研修機関が協力を維持できるかが、残された課題

である。これらのことから、日本人専門家がこのようなメカニズムを導入し強化する場合、専門

家はこの役割を担える機関に確実に引き継けるような計画を策定しなければならないという教訓

が導き出される。 
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